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として位置付けるべきであるとするホフマンらの学説が存在する（Hoffman & Rowe, 2007; 
Hoffman et al., 2008）。本研究は、この学説を「取締役会の代理人説」と呼ぶ。取締役会の
代理人説はアメリカの倫理・コンプライアンス・プログラムを巡る制度改革に一定の影響

























する必要がある（本研究の第 2 の課題）。 





びに本研究における主要概念の規定の経緯などについて明確にしていく（第 1 章～第 4章）。
そして、アメリカ、イギリス、ドイツ、フランスの 4 カ国の現状分析を行い（第 5 章～第
10 章）、その結果を基に国際比較を行い、本研究の 2 つの推論の検証を試みる（第 11 章
と第 12 章）。ただし、後述するように第 10 章においては、4 カ国の国際比較に向けた参
考資料として、これら 4 カ国以外の国も分析する。最後に、結章では、第 11 章と第 12 章
の検証から得られた本研究の結論、本研究の意義、今後の課題を明示する。 
以下、本研究の内容をその構成に沿って整理する。 
 まず、第 1 章では倫理・コンプライアンス・プログラムの先行研究の潮流を整理、検討
し、この研究領域における本研究の位置づけを明確にする。本研究の特徴などについては、
主に第 2 章以降で詳細に検討する。しかし、本研究の倫理・コンプライアンス・プログラ




 そして、第 1 章では、本研究の特徴の明確化や第 2 章以降のより詳細な先行研究レビュ
ーの展開に向けて、倫理・コンプライアンス・プログラムの先行研究の潮流を、①実態調
































































そして、第 11 章と第 12 章では、これまでの各国の分析結果を国際比較することで、本




























度化（institutionalization of business ethics）」（Center for Business Ethics, 1986, 1992）
ないし②「コンプライアンス・倫理・プログラム」「倫理プログラム」「コンプライアンス・
プログラム」「倫理遵守プログラム」「企業倫理・コンプライアンス・プログラム」（e.g., 
Weaver & Treviño, 1999; Ethics Resource Center, 2007; Stansbury & Barry, 2007; Tyler 









究、②企業統治的研究の 3 つのタイプに整理・検討する。 
 
第1節  本研究における倫理・コンプライアンス・プログラムの定義 



























ス・センター（Ethics Resource Center、以下、ERC という）3は、連邦量刑ガイドライン
が要求するこれら 6 つを、倫理・コンプライアンス・プログラムの構成要素として規定し













を目的とした組織的統制システム（Weaver et al., 1999b, pp.41-42）」と定義している。同
様に、スタンズバリー＝バリーは、倫理・コンプライアンス・プログラムを、従業員の行
動を標準化するための様々な統制メカニズムの集まり（collections）とし、統制の手段とし
て捉えている（Stansbury & Barry, 2007, p.247）。彼らは、統制を「明確化された目標を
追求する過程において、一貫性、予測可能性、知識習得、調和を促進する様々な組織的メ
カニズムの指図（Stansbury & Barry, 2007, pp.240-241）」と定義している。このように、
統制は、各組織構成員間の利害調整といった政治的な技術であり、倫理・コンプライアン
ス・プログラムは統制を行うための政治的な手段であるとされている。 
 そして、第 3 の共通点は、コンプライアンスと倫理の両方を対象とすることである。上
述したウィーバー＝トレヴィーニョの定義でも、倫理・コンプライアンス・プログラムは、





の行使と②倫理的行動と法令遵守（compliance with the law）へのコミットメントを助長す
る組織文化の促進の 2 つが必要であるとされている4。デュー・ディリジェンスは、「適正な






























































初期の実態調査研究の有名なものとして、企業倫理センタ （ーCenter for Business Ethics, 
1986, 1992）6のフォーチュン 1000 社への 2 度のアンケート調査が挙げられる。第 1 回目
の調査は、1984 年に実施された（回答企業 279 社、回答率 28%）。そこでは、回答企業の
79.9%（223 社）が倫理・コンプライアンス・プログラムのための何らかの取り組みを行っ
ていたこと、そのうち、倫理研修を実施している企業は 99 社（44.4%）であったことなど
が明らかにされている（Center for Business Ethics, 1986, p.88）。また、第 2 回目の調査
（回答企業数 244 社、回答率 24%）では7、倫理・コンプライアンス・プログラムのための
何らかの取り組みを行っているとの回答が、前回の 79.9％から 93%（192 社）へと増加し
10 
 
たことなどが報告されている（Center for Business Ethics, 1992, pp.863-864） 







究は、ERC の全米企業倫理調査（National Business Ethics Survey、以下、NBES という）
8である。NBES は、1994 年、2000 年、2003 年、2005 年、2007 年、2009 年、2011 年、
2013 年とこれまで 8 度行われてきており、NBES がこれまで調査してきた従業員数は、
34,000 人にも上る（ERC, 2014, p.10）9。NBES の調査は、大企業のみを対象としたもの
ではなく、全米の従業員から可能な限り無差別に回答を得ることを重視している。たとえ
ば、2009 年度の調査は、18 歳以上で、全従業員数が 2 人以上の会社で、1 週間で最低 20
時間以上勤務している全アメリカ国民を対象に行われた（回答者数 3,010 人、回答率 18.9%）




年に、NBES と同様の調査を、フォーチュン 500 社に対しても実施している（有効回答者
数 2,172 人、回答率約 36.8%）。ちなみに、有効回答者の条件は、全従業員数 10 人以上か
つ年収 50億ドル以上のアメリカ企業で週 20時間以上勤務している 18歳以上の従業員であ
ることであった（ERC, 2012b）。 
 
第2項  アメリカ以外の国の企業を対象とした実態調査研究 
アメリカの倫理・コンプライアンス・プログラムが世界各国へ普及していく中で、ヨー
ロッパなどアメリカ以外の国の企業を対象とした実態調査研究の展開がみられる。この傾




ルヒ（Robertson & Schlegelmilch, 1993）は、1991 年にイギリス企業 1481 社に対してア
ンケート調査を行い（回答企業 102 社、回答率 7%）、倫理綱領の策定率は 7 割を超え、約
半数の企業が全従業員にこれを配布していたことなどを明らかにしている。なお、最近の







イギリス企業の同プログラムの導入については、企業倫理研究所（Institute of Business 
Ethics、以下、IBE という）が、倫理プログラムとして、FTSE100 社や FTSE350 社など
イギリス企業の現状を定期的に調査してきた（e.g., Webley & Werner, 2009; Webley et al., 








とは対照的に（e.g. Paine, 1994; Tyler & Blader, 2005; Weaver & Treviño, 1999）、ドイ
ツ企業を対象とした先行研究はかなり少ない現状にある。 




2011; Ernst & Young, 2011; Mercier, 2000, 2002; Pereira, 2009; Antonmattei & Vivien, 
2007）。他方、フランスでは、2005 年以降、内部通報についての研究が増加し（消費者庁, 2010, 
124ページ）、内部通報制度の設置の是非を巡っても活発な論争が行われてきた（e.g., Larue, 
2007; Antonmattei & Vivien, 2007）。 
とはいえ、2000 年代末以降は、世界四大会計事務所として名高いプライスウォーターハ





2000, 2003; 福永ら, 2006; 中野ら, 2009）11。そこでは、1996 年から 2008 年にかけて、
日本企業における倫理・コンプライアンス・プログラムの各構成要素の設置率が、大幅に
上昇していることが報告されている。たとえば、企業倫理規範の設置率は 1996 年の 22.3%
から 2008 年の 98.6%へ、企業倫理教育の実施率は 1996 年の 5.4%から 2008 年の 68.9%、




第3項  実態調査研究と本研究の関係 
本研究は、2 つの問いの検証を通して、企業統治的研究の今後の発展に寄与することを目









第3節  実践過程研究と本研究の関係 
第1項  実践過程研究の発展と展開 




















アプローチに対する優位性が明らかにされてきた（e.g., Treviño et al., 1999; Weaver & 
































































アンスの概念の違いについては、第 2 章で具体的に検討する。 
 
第4節  企業統治的研究と本研究の関係 
第1項  アメリカにおける企業統治的研究の現状と課題 






代初頭のアメリカにおける大規模な企業不祥事の続発以降である（Hoffman & Rowe, 2007; 







エシックス・オフィサ （ーethics officer）ないしコンプライアンス・オフィサ （ーcompliance 
officer）などと呼ばれ、その最高位の運営責任者は最高コンプライアンス責任者（Chief 
Compliance Officer、以下、CCO という）ないし最高倫理責任者（chief ethics officer）な
どと呼ばれる。もっとも、近年、アメリカでは、これらの運営担当者が倫理とコンプライ
アンスの両方を担当するとの観点から、この最高位の運営担当者を最高倫理コンプライア
ンス責任者（Chief Ethics & Compliance Officer、以下、CECO という）とする呼び方が
定着してきている（Chief Ethics & Compliance Officer (CECO) Definition Working Group
（以下、CECODWG という）, 2007）。 
 2000 年代以降、アメリカでは、企業統治的研究の観点からの制度改革が展開されてきた。









研究は、ホフマンらの研究以外見当たらない現状にある（Hoffman & Rowe, 2007; Hoffman 
et al., 2008）。彼らは、2000 年代半ばに発生した投資信託の不祥事のケース分析を通して、
経営者の部下である CECO が、経営者が積極的に関与する不正の防止と早期発見に貢献す
ることは極めて困難であると結論付けている。この分析結果を踏まえ、彼らは、CECO を
経営陣の部下ではなく経営陣を監督する立場にある取締役会の代理人（an agent of the 
















リカでは、1990 年代以前にもわずかであるが行われていた（Center for Business Ethics, 




Fortun, 2005; HCCA & SCCE, 2009, 2010a, 2010b, 2011; Rebecca, 2009）13。 
 














2009; デルガ, 2005）、業績を向上させたり（Larue, 2007）するために、導入されているに
すぎないといった主張がある。アントンマッティ＝ヴィヴィアン（Antonmattei & Vivien, 
2007, p.13）は、ユーロネクスト・パリ上場企業特定銘柄 40 社株価指数 CAC40 の構成企
業（以下、CAC40 社という）16 社、CAC40 社を含むユーロネクスト・パリ上場企業特定










ようやく 2012 年末にフランス取締役協会（Institut Français des Administrateurs）によ














































































も対象となった。連邦量刑ガイドラインについては、第 3 章と第 5 章で詳しく検討する。 
2 United States Sentencing Commission. 2007 Federal Sentencing Guidelines§8B2.1. 
Effective Compliance and Ethics Program ＜http://www.ussc.gov/2007guid/8b2_1.html
＞（アクセス日：2009 年 8 月 1 日） 
3 ERC は、公的・私的機関における倫理を対象に研修や調査、出版物の刊行などの活動を
行う 1922 年に設立されたアメリカの NPO である。倫理・コンプライアンス・プログラム
の実態調査研究に関しても、多くの報告書を公表している。 
4 連邦量刑ガイドラインの対象が，従来の「犯罪行為（criminal conduct）」ではなく，「コ




http://www.azsa.or.jp/b_info/keyword/duediligence.html, 2012 年 4 月 3 日アクセス。 
6 1976 年に設立されたベントリー大学（Bentley University）の企業倫理研究機関。創立
者は、取締役会の代理人説を提唱したミカエル・ホフマン（Michael Hoffman）。ベントリ
ー大学の企業倫理センターのホームページ, 
http://www.bentley.edu/centers/center-for-business-ethics, 2013 年 11 月 27 日アクセス。 
7 正確な実施年は明記されていないため不明。 
8 NBES は、ERC が定期的に行ってきたアメリカにおける企業倫理の実践の実態調査であ
る。 
9 2013 年度の調査結果が公表されたのは、本論文の提出直前の 2014 年 2 月であり、その
結果の内容については本研究の中では具体的に検討できていない。 
10 FTSE100 社は、ロンドン証券取引所上場企業株価指数上位 100 社で構成される。 
11 歴代の調査論文の中では、倫理・コンプライアンス・プログラムは「企業倫理制度化」
と呼ばれている。 






























究におけるこの 2 つの概念規定の違いをより明確にすることが本章の主な目的である。 
 
第1節 倫理・コンプライアンス・プログラムの理論的特徴 











ライアンス・アプローチ（a compliance approach to ethics）」、「コンプライアンス戦略
（compliance strategy）」などと呼び、自発的手法を重視するアプローチも、「インテグリ
ティ戦略（integrity strategy）」や「インテグリティ・イニシアティブ（integrity initiative）」
などと呼んでおり、決まった呼び方をしていない（Paine, 1994, pp.110-113）。 
 このような事情から、ペインの 2 つのモデルの有効性の検証を目指した後続の研究者た
ちも、それぞれ独自の呼び方をする事態となっている。たとえば、スタンズバリー＝バリ
ー（Stansbury & Barry, 2007）は、それぞれ、「コンプライアンスに基づく倫理プログラ
ム（compliance-based ethics programs）」、「価値に基づく倫理プログラム（values-based 
21 
 





でおり、強制的手法を重視するアプローチに対しても様々な呼び方をしている（Tyler et al., 






という（梅津, 2007, 10 ページ）。このように、梅津はインテグリティの対象となる卓越性
には、善悪の要素だけでなく知識や技能の優秀さも含まれるとする。 
これに対し、インテグリティの評価基準を善悪の次元のみに留める見方もある。たとえ
ば、第 3 章で詳述する ERC やビジネス・ラウンドテーブルなどが共同で作成したガイドラ
インの中では、インテグリティは「一貫して、自分の個人的確信と原則に従って生き、正
しいことをすること（Chief Ethics & Compliance Officer (CECO) Definition Working 














1990 年代以降 2000 年代後半まで活発に議論されてきた（e.g. Treviño & Weaver, 1994; 
Freeman, 1994, 2000; Singer, 1998; Rosenthal & Buchholz, 2000; De George, 2006b; 
Rorty, 2006a, b; Werhane, 2006; Sandberg, 2008a, b; Wempe, 2008; Dienhart, 2008; 





意味合いで使用されてきたことが指摘されてきた（Treviño & Weaver, 1994）。 
 











 コンプライアンス・アプローチ 価値観重視のアプローチ 
精神的な支柱 外部から強制された基準への服従 選択した基準に基づいた自己統治 













評価基準 刑法、規制（regulatory law） 企業の価値観や熱望、（法律を含む）社会的義務 










教育 コンプライアンスの基準・制度 意思決定と価値観、コンプライアンスの基準・制度 


























第2節  倫理・コンプライアンス・プログラムと倫理文化の関係 
第1項  倫理文化の概念 
1. カプタインの企業倫理の美徳モデル 
倫理文化は、「倫理風土（ethical climate）」とも呼ばれ（Treviño et al., 1999, p.141）、
倫理・コンプライアンス・プログラムの成果を表す重要な指標の 1 つとして、活発に議論
されてきた（e.g., Treviño et al., 1999; Treviño, 2006; Tyler et al., 2008）。先行研究におけ
る倫理文化の定義には、①「倫理的に良い面と悪い面の両方を含めた倫理に関する文化」
とする広義の定義（Treviño et al., 1999; Treviño, 2006）2と、②倫理的に悪い面を非倫理
的な文化とし倫理的に良い面のみを倫理文化とみなす狭義の定義（Kaptein, 2008b, 2011; 




（Kaptein, 2008b, p.924）。 
カプタインは、倫理文化の測定指標として、企業倫理の美徳モデル（Corporate Ethical 








② 現場の管理者の整合性（congruency of local management）：現場の管理者層が自
分たちの行動に組織の倫理規準を適用する程度。 



















 第 4 の実行可能性とは、従業員が組織が明示した倫理規準に沿って行動することを容易
にする制度的環境（予算の割当てや情報伝達制度の促進など）が、組織の中でどれだけ整
備されているのかということである。 























（ERC, 2010, p.10）。 
ERC は、この倫理文化を、①倫理的リーダーシップ（ethical leadership）、②管理者に
よる強化（ supervisor reinforcement）、③同僚の倫理へのコミットメント（ peer 
commitment to ethics）、④具現化された倫理的価値観（embedded ethical values）の 4 つ















































第3節  実践過程研究における概念規定の問題点 
第1項  プログラムそのものとアプローチの区別 
前節までの先行研究レビューを踏まえ、先行研究における倫理・コンプライアンス・プ

















る「アプローチ」を明確に区別しているわけではない（Tyler et al., 2008; Weaver & Treviño, 




























第2項  倫理とコンプライアンスの概念的性質の違い 
第 2 の問題点は、倫理とコンプライアンスの違いが明確にされておらず、両者の概念の









































あるとする論者（森本, 1994, 74-75 ページ）や、経済的責任を法的責任と倫理的責任7より










































































と称している（Stansbury & Barry, 2007, pp.242-243）。また、タイラー＝ブレイダ （ーTyler 
& Blader, 2005）は、コンプライアンス・アプローチを「命令・支配型アプローチ（the 
command-and-control approach）」と称している。 
 
第4項  本研究における倫理とコンプライアンスの概念規定 
本節では、先行研究における倫理・コンプライアンス・プログラムの概念規定には以下




























第4節  統制システムである倫理・コンプライアンス・プログラムの政治的側面 















た先行研究にスタンズバリー＝バリーの研究がある（Stansbury & Barry, 2007）。 










技術であるとされている（Stansbury & Barry, 2007, p.247）。 
スタンズバリー＝バリー（Stansbury & Barry, 2007）は、ペインのコンプライアンス・
アプローチと価値観重視のアプローチにそれぞれ相当する概念として、「抑圧的な統制
（coercive control）」と「権限賦与的な統制（enabling control）」という概念を提示する












プログラムの 2 類型の有効性を巡る実証研究の成果を根拠としている9。 
 
第2項  倫理・コンプライアンス・プログラムの従業員と経営者間の利害関係 































































1 これは、ペインが 2000 年以降、自身の自発性重視のアプローチの考えを更に発展させ、
従来の経済的価値の創出のみならず、倫理的価値観の浸透を目指す価値重視の経営を強調





に関する行動のふるまい方（Treviño et al., 1999, p.159）」と定義する。 
3 彼自身は、企業の倫理文化を、「企業の徳倫理性（the virtuousness of a corporation）」
とも称している。 




たとえば、ウィーバー＝トレヴィーニョ（Weaver & Treviño, 1999）は、①倫理的課題事
項に対する従業員の意識、②組織コミットメント、③インテグリティ、④オープンな倫理
コミュニケーション、⑤経営陣への非倫理的行動の報告、⑥倫理的意思決定、⑦倫理的課
題事項の対処についての相談、⑧非倫理的行動の減少を加えた 8 つの観点から、ペインの 2
つのアプローチの有効性を検証している。また、タイラーらの研究（Tyler & Blader, 2005; 




中心かを判断する大きな要素である。この点については、次章第 3 章で具体的に論じる。 
7 ディジョージ自身は、これを「道徳的責任（moral responsibility）」と呼んでいる。 
8 なお、戦略的な活用がされる社会貢献などは、実施せずとも非倫理的とはみなされないた
め、本研究では主たる倫理の対象としては扱わない（e.g. Carroll, 1979, p.500; Carroll, 
1991, p.42）。 
9 彼らは、Weaver & Trevino（1999）と Trevino et al.（1999）の実証研究を挙げ、コン
プライアンス・アプローチと価値観重視のアプローチの両方のバランスがとれた倫理・コ
ンプライアンス・プログラムの方が、どちらか一方のみを採用するプログラムよりも、よ
り大きな効果が期待できるとしている（Stansbury & Barry, 2007, p.247）。 
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から、この最高位の運営担当者を最高倫理コンプライアンス責任者（Chief Ethics & 
Compliance Officer、以下、CECO という）とする呼び方が定着してきている（Chief Ethics 





ティブ（Defense Industry Initiative on Business Ethics and Conduct、以下、防衛産業イ







事件を背景に結成された。結成当初の 1986 年時点で防衛産業に属する企業 32 社が防衛産








エシックス・オフィスの設置率は 30%で、その内、1990 年代以降に設置した企業は 63%に
上る（Weaver et al., 1999a, p.288）。また、エシックス・コンプライアンス・オフィサー協
会（Ethics and Compliance Officer Association、以下、ECOA という）3の前身であるエ
シックス・オフィサー協会（Ethics Officer Association、以下、EOA という）の会員企業
においても 1991 年の連邦量刑ガイドラインの改正以降に CECO を設置した企業は 9 割を









個人（U.S.S.G. §8A1.2. Application Notes:3.(b)）」のことである。これには、取締役や経
営幹部（executive officer）のほか、販売や財務といった職能単位ないし製品別や地域別な
どの事業単位の責任者、株主といった重大な所有上の利害（substantial ownership interest）




オフィサーが多いのが一般的である（e.g. 菱山, 2001; Weber & Fortun, 2005）。たとえば、
フォーチュン 500 社の企業 90 社の CECO へのインタビュー調査によれば、そのような上
級役員の過半数（58%）はエシックス・オフィサーであったものの、残りの 42%は、組織
開発 13%、オンブズマン 9%、そのほか 20%であった（Morf et al., 1999, pp.267-268）。 
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 もっとも、実態として、専任の CECO はかろうじて半数を超える程度であり、法務関係
者・部署による兼任が多い現状にある。2000 年にメンバー企業 355 社を対象に実施された
EOA の調査（回答率 42%）によれば、専任の CECO は 54%とかろうじて半数を超すに留
まり、兼任の 46%の内訳も、法務 27%、人事 22%、内部監査 18%、安全・警備 7%、広報
6%と、法務関係職が最も多かった（菱山, 2001, 26 ページ）。また、560 名の CECO への
インタビュー調査によれば、兼任の CECO は約 63.4%に上り、中でもジェネラル・カウン
セルも含めた法務関係職の兼任が約 20%と最も高い（Rebecca, 2009, p.48）。 
 このように CECO にコンプライアンスの側面が強い背景には、倫理・コンプライアンス・
プログラムの導入が量刑の緩和という消極的な理由から進展してきたことが深く関係して
いると思われる。さらに、2002 年に制定された SOX 法では、以前は 5 年であった証券詐
欺や虚偽記載による禁固刑の刑期をそれぞれ 25 年と 20 年にまで引き上げ、不正に係わっ
た経営者のその他の企業の経営者への就任を禁止したりなど、コンプライアンス違反の厳
罰化が規定された（出見世, 2003a, 59-60 ページ）。このような中で、企業のコンプライア
ンス重視の姿勢はますます強くなり、エシックス・オフィスが法務部のオフィス内に設置
されたり、政府の倫理担当当局が自らの担当を倫理ではなくコンプライアンスと位置付け
たりするケースが増加した（Daly, 2006, pp.182-183）。 
 また、CECO の業務内容は、報告や評価、研修、伝達等に重点が置かれる傾向がみられ





記録の管理 77%であった（菱山, 2001, 27 ページ）。 
 
第2節  企業統治的研究の観点からの制度改革の進展 






















な報告の義務づけなどが要求された。この定期的報告（periodic reports）は、最低年 1 回










































とが明記された（U.S.S.G. §8C2.5(f)(3)(C)(i)-(iv)）。そして、この条件の 1 つとして、倫理・
コンプライアンス・プログラムの運営担当者が不正に関与しておらず、この運営担当者が
政府当局や監査委員会などへの直接的報告義務を有していることが明記された（U.S.S.G. 





回答は 87.48%であった（Rebecca, 2009, p.51）。さらに、2010 年の第 1 四半期に行われた
調査では、CECO と取締役が同席する定期的会合の年間開催数が 4 回以上との回答は、過
半数の 65%に上ることが報告されている（HCCA & SCCE, 2010b, p.6）。 
しかしながら、直接的報告の整備は以下のように未だ乏しい状況にある。上述したレベ
ッカの調査では、直接的報告は 41%と半数以下であり、報告にいつも何らかの機関の介入
が入るとの回答も 3 割を超えていた。また、ホフマンら（Hoffman et al., 2008）が 22 名
の現・元 CECO に対して電話によるインタビュー調査を試みたところ（回答承諾者数 10
名、回答率 45%）、経営者などに報告する前に、取締役会へ直接報告をしたことがあると回
答した者は 1 人もいなかった。回答者 10 名の直接的報告先の内訳は、CEO が 3 名、法務
顧問が 3 名、その他の上級幹部（senior level managers）ないし経営幹部で構成される委






第2項  取締役会の代理人説に基づく CECOガイドライン 
1. CECOの役割 
 2007 年に ERC、ビジネス・ラウンドテーブル、ECOA、オープン・コンプライアンス・
エシックス・グループ（Open Compliance and Ethics Group、以下、OCEG という）9、
企業コンプライアンス・倫理協会（Society of Corporate Compliance and Ethics、以下、
SCCE という）10は、CECO に関するガイドライン（以下、CECO ガイドラインという）
を共同で策定し、公表している。このガイドラインは、①「CECO の意義」、②「CECO の
役割と定義」、③「CECO の技能と証明（qualifications）」、④「統治機関との関係と専門職






















最後に、第 4 の企業の意思決定および勧告を行う権限とは、CEO や COO なども含め、
組織の全ての階層に大きな影響を与える意思決定と勧告を行う権限が与えられることであ
る。とはいえ、CECO がこれらの権限を問題なく行使するには、第 2 の原則である独立性







ば、CECO は CEO のみならず自分より地位の低いものに対しても影響力を行使することが
困難になると考えられる。というのも、このような業績重視の風土が定着している場合、




 CECO ガイドラインの第 4 の「統治機関との関係と専門職責任」のセクションでは、①














ている（CECODWG, 2007, p.33）。 
① 取締役会の議事録に、倫理とコンプライアンスに関する内容を盛り込むこと。 
② 取締役会に対して法的義務を果たすこと以上のガバナンス標準を設定すること。 


























第3節  取締役会の代理人説の批判的検討 
第1項  方法論的基盤としての取締役会の代理人説 
取締役会の代理人説は、ホフマンらが CECO の独立性の乏しさに起因する不祥事の続発
を背景に、「CECO の独立性を向上させるにはどのような方策が必要なのか」という問題意
識に基づいて 2000 年代後半に提唱した学説である。これは、CECO を取締役会の代理人と
して位置付けることで、CECO の独立性を高めるべきであると主張する学説である。 














を握りつぶすないし操作できる（Hoffman et al., 2008, p.90）」からである。 









CECO は正規雇用の CECO よりも、不当な解雇に対して雇用契約に則った抗議がしにくく
なると考えられる（Rebecca, 2009, p.50）。 




数が、このような実行は取締役会へ知らされないと回答している（Rebecca, 2009, p.52）。 
 ホフマンら（Hoffman et al., 2008）は、CECO の独立性を向上させるには、CECO を取






第2項  独立性と権限が問題となった不祥事の事例 
 取締役会の代理人説は、①ファニーメイと②ストロング・キャピタル・マネジメント社






分析している限りでは、ジェネラル・カウンセルは、階層上 CECO と CEO の中間に位置
し、CECO はジェネラル・カウンセルの部下であるケースが多くみられる。もっとも、ジ
ェネラル・カウンセルが CECO を兼任する場合も少なくないようである。 
ジェネラル・カウンセルの企業統治上の役割の見直しの必要性をいち早く指摘したオー









な利益と資本が計上されていたとして、2002 年から 2004 年半ばにかけての財務報告の見




したがって、CECO は CEO の部下であるジェネラル・カウンセルの部下であり、CECO
はジェネラル・カウンセルへの定期的報告を義務付けられていたため事件当時もそれを行
っていたが、結局ジェネラル・カウンセルは上司である経営者の不正を正すことはできな
かった（Hoffman & Rowe, 2007, p.562）。ちなみに、同社では、取締役会に対する公式に
制度化された情報伝達経路も確立されていなかった。 
 次に、SCM 社の会長兼最高投資責任者リチャード・ストロング氏と CECO は、2004 年、







第4節  取締役会の代理人説の盲点と補完 
第1項  盲点①：倫理とコンプライアンスの異質性 
 取締役会の代理人説の論理とその基盤となる事例の中身を確認すると、①倫理とコンプ
ライアンスの違いを考慮していないこと、②取締役会の独立性の高さを暗黙の前提として
いることという 2 つの問題（＝盲点）が明らかになる。まず、第 1 の盲点は、既に何度も
述べたように、コンプライアンスと倫理の違いを考慮していないことである。ホフマンら
は CECO を「エシックス・オフィサー」と表記しているが、ファニーメイと SCM 社の事
例において分析対象としているのは、どちらも CCO である（Hoffman & Rowe, 2007; 













はなくコンプライアンスに関するものを主としたものだからである（佐久間, 2003b, 185 ペ
ージ）。 


























第2項  盲点②：取締役会の独立性の高さ 















持しないと回答していた（Hoffman et al., 2008, p.91）。ホフマンらは、この不支持の理由
を、①不必要であること、②非実践的であること、③経営陣との協調関係が崩れてしまう
恐れがあることの 3 つのタイプに分類している。 








これら 2 つの否定的な回答とその理由に対し、ホフマンらは、これら 2 つの理由は CECO
の取締役会への報告の重要性を否定するものではなく、むしろ肯定するものであるととら



































このような組織でこそ CECO の独立性を高める努力が必要なのであると反論している。 
とはいえ、CECO が本来の職務を果たす上で、経営者との協力関係は重要な要素である
と主張する論者は少なくない。トレヴィーニョ＝ネルソン（Treviño & Nelson, 2010）は、
CECO と経営者の協力関係こそが CECO の業務環境として理想であるとし、ホフマン自身
もかつて、CEO と役員達からの支援・協力が伴って初めて CECO は上手く機能すると主張















ERC や ECOA などが共同で策定したガイドラインでは、連邦量刑ガイドラインの CECO
に関する規定の具体化が図られ、CECO、経営者、取締役会のあり方や関係についてより詳
細な規定が設けられた。 
このような中で、CECO の独立性の向上を問題意識として 2000 年代後半にホフマンらに


































1 1986 年当時の防衛産業イニシアティブ原則の内容については、第 5 章でも説明する。防
衛産業イニシアティブの歴史や取り組みについては、以下を参照のこと。Defense Industry 
Initiative on Business Ethics and Conduct ホームページ, http://www.dii.org/, 2014 年 1
月 5 日アクセス。 
2 連邦量刑ガイドラインの具体的な内容については、本章のほかに第 5 章でも検討する。 
3 CECO 間の情報交換やネットワークの強化を目的に 1991 年に設立された非営利組織。











7 以下の本項の条文番号は 2010 年時点のもの。 
8 より正確には、不正への参加（participated in）、不正の見逃し（condoned）、不正につ
いて故意に把握しようとしなかった（willfully ignorant of the offense）場合とされている。 
9 OCEG は、企業統治、リスク・マネジメント、コンプライアンス、企業倫理などの統合
的な議論と実践を目的に、2002 年にアメリカで設立された NPO である。OCEG は、これ
らの概念の統合に必要な資源や過程についての一般的なガイダンス「原則に基づくパフォ
ーマンス」である「GRC 機能モデル（GRC Capability Model）」を掲げ、その実践を通し
た「原則に基づくパフォーマンス（Principled Performance）」の達成を目標としている。
「GRC 機能モデル（GRC Capability Model）」の「GRC」は、ガバナンス、リスク・マネ
ジメント、コンプライアンスの頭文字からきている。ホームページ上では、2013 年 10 月
にアクセスした時点で 4 万を超える加盟者・団体とスポンサーがいると記載されている。
OCEG については、OCEG ホームページ、http://www.oceg.org/about/, 2013 年 10 月 24
日アクセス、および荒木（2008）を参照のこと。 
10 SCCE は、企業倫理とコンプライアンスの専門家のネットワークの構築と教育の提供な
どを目的に、2002 年にアメリカで設立された NPO である。2013 年時点で、3000 を超え
るメンバーがいる。SCCE は、各種イベントや出版、講習会などの活動のほか、「認証コン
プライアンス・倫理・プロフェッショナル（Certified Compliance and Ethics Professionals）」
としての資格を付与する企業倫理・コンプライアンスの専門家の認証制度等を実施してい
る。2013 年時点で 1600 人を超える専門家がこの認証資格を取得している。SCCE の活動
については、SCCE ホームページを参照のこと。
https://www.corporatecompliance.org/Home.aspx, 2013 年 10 月 24 日アクセス。 
11 4 つの原則の内容は、以下を参照のこと。CECODWG, 2007, pp.15-16. 
12 「統治機関との関係と専門職責任」のセクションの内容については、以下を参照のこと。
CECODWG, 2007, pp.31-35. 




第 4章 内部通報制度における報復のメカニズム 
 
はじめに 









第1節  内部通報研究の展開と概念規定 
第1項  内部通報研究の展開 




では、内部通報に対する官僚制の弊害と有効性を巡る官僚制論争（e.g., Near & Miceli, 1995, 
1996; King, 1999）、内部通報者への報奨金の有効性を巡る報奨金論争（e.g., Brewer & 
Selden, 1998; Miceli et al., 2009; Near & Miceli, 1996）なども展開されてきた。 
 先行研究では、内部通報の過程における権力や人間関係の作用など、すなわち内部通報
の動態的側面について様々な事実が明らかにされてきた（e.g., Greenberger et al., 1987; 
Gundlach et al., 2003; Keenan, 1990; Mesmer-Magnus & Viswesvaran, 2005; Parmerlee 




他方、日本の内部通報研究は、SOX 法や COSO モデルなどについての内部統制研究の文
脈の中で、2000 年以降行われ始めたばかりである。このような中で、近年の一部の研究を
除いて（e.g., 田尾, 2010, 2011）、上述したようなアメリカの内部通報研究の成果はほとん
ど紹介されていない現状にある。アメリカでは、内部通報は企業倫理の研究分野の 1 つと
して扱われてきたが、日本では 1980 年代以降もアメリカの企業倫理研究の主要なものでさ


















































第2節  内部通報者の潜在的報復者に対する独立性、権力、匿名性と報復の関係 





ろう何かを、ある社会主体にさせる能力（Near & Miceli, 1995, p.686）」と定義する。ま
た、グリーンバーガーらも、「相手の行動に影響を与える能力」を権力としている
（Greenberger et al., 1987, p.529）。 
他方、独立性とは、利益相反とは無関係に規定された役割を果たすことができることで





















第2項  内部通報者の権力の弱さ 
だが、経営者や組織自体が内部通報を奨励していない限り、内部通報者の権力は常に弱
いと思われる。ニーア＝ミセリによれば、権力は①資源依存、②価値観適合、③集団での












らせを行う可能性もある（Parmerlee et al., 1982）。 























第3項  匿名性と報復の防止 
匿名性の強化は、独立性が乏しい内部通報者の特定を困難にすることで、報復の防止に
効果があると考えられる。匿名性の確保は、氏名のみならず、職位や所属など通報者の身















第3節  通報先の経営者に対する独立性と報復の関係 
第1項  ファニーメイの事例 
ニーア＝ミセリは、内部通報の成立には、①不正行為の行為者、②不正行為の目撃者、
③通報先の 3 つの社会主体が少なくとも必要であるとする（Near & Miceli, 1996, p.508）。
そして、不正行為の目撃者は内部通報を行わない無反応の目撃者（inactive observers）と









第 1 の事例は第 3 章でも検討したファニーメイの不祥事であり、この不祥事でも内部通



















第2項  イーライリリー社の事例 
 2009 年、アメリカの製薬会社イーライリリー社（Eli Lilly and Company）は、刑事罰金
























を使用せず身近な上司に通報した割合は 56%と過半数を占めている（ERC, 2012a, p.21）。
また、アメリカ企業が関与した不正行為のケース 959 件を対象とした調査では、何らかの
内部通報制度を通して発覚した不正は約 130 件（約 14%）だけで（Association of Certified 
Fraud Examiners（以下、ACFE12という）, 2008, p.23）、ホットラインにより発覚した

































2 また、定義にはないが不当な行為（wrongful activity）や疑わしい行為（questionable 
practice）は、組織が職場の危険性についての注意を怠った場合に罪に問われる不作為
（omissions）と位置付けられている（Near & Miceli, 1995, p.680）。 
3 アメリカでこのような日本と異なる用法が取られるようになった背景には、1970 年代の
研究開始当時、内部通報の定義に通報先の違いを反映させることについて、各論者の見解
が割れていたことが背景にある（Near & Miceli, 1985, pp.3-4）。たとえば、ファレル＝ピ









7 本節のファニーメイの事例については、主に以下を参照のこと。The Office of Federal 
Housing Enterprise Oversight (2006) Report of the Special Examination of Fannie Mae, 
http://www.fhfa.gov/webfiles/747/FNMSPECIALEXAM.pdf. 
8 DOJ (2009) Eli Lilly and Company Agrees to Pay $1.415 Billion to Resolve Allegations 
of Off-label Promotion of Zyprexa, 
http://www.justice.gov/opa/pr/2009/January/09-civ-038.html.  
9 The Largest Pharma Fraud Whistleblower Case in U.S. History Totaling $1.4 Billion, 







https://oig.hhs.gov/compliance/corporate-integrity-agreements/index.asp. 2012年 7月 24
日閲覧, を参照のこと。 
11 イーライリリー社が結んだ企業インテグリティ協定については、以下を参照のこと。
Corporate Integrity Agreement between the Office of Inspector General of the 
Department of Health and Human Services and Eli Lilly and Company, 
http://www.lilly.com/Documents/CIA.pdf.  





行う不正行為の専門家の団体。1988 年に設立され、世界 150 カ国に 7 万人を超える会員が
いる。不正についての専門家としての「公認不正検査士」の認証制度なども運営している。
日本にも、2007 年に日本支部として一般社団法人 日本公認不正検査士協会が設立されて
いる。ACFE については、一般社団法人 日本公認不正検査士協会ホームページ, 
http://www.acfe.jp/、および Association of Certified Fraud Examiners ホームページ, 
http://www.acfe.com/default.aspx, （どちらも 2014 年 3 月 1 日アクセス）を参照のこと。 
















第1節  アメリカ企業の倫理・コンプライアンス・プログラムの推移と現状 








プログラムの規定のひな型となった（鈴木, 2010, 65 ページ）。 
 このような中で、企業倫理センター（Center for Business Ethics, 1986, 1992）によるフ




第2項  1991年の連邦量刑ガイドラインの改正後 
 1991 年の連邦量刑ガイドラインの改正後、倫理・コンプライアンス・プログラムの導入
率は急激に増加した。たとえば、フォーチュン 1000 社を対象とした 1994 年の調査によれ
ば、倫理綱領の設置率はほぼ 100%であり、各年の設置率は連邦量刑ガイドライン施行後の





（Ethics Resource Center、以下、ERC という）の全米企業倫理調査（National Business 




 1994 年 2000 年 2003 年 2005 年 2007 年 2011 年 
倫理綱領 66 79 68 83 83 82 
倫理研修 37 54 50 65 75 76 
相談窓口 63 47 41 63 65 68 
匿名の報告制度 N.A. N.A. 62 71 80 77 
倫理評価 N.A. N.A. 71 66 67 67 
懲罰制度 N.A. N.A. 79 82 88 85 
6 つ全てを導入 N.A. N.A. 15 25 38 N.A. 
注：2009 年にも NBES は実施されていたが、この年の調査では、倫理・コンプライアンス・
プログラムの導入状況についての調査が行われなかった。 
出典：ERC, 2007, p.4 および ERC, 2012a, p.48 のデータを基に筆者作成 
 
図表 5-1 より、2003 年から 2007 年にかけて、倫理綱領、倫理研修、相談窓口、匿名の
報告制度、倫理評価、懲罰制度の 6 つ全てを導入している企業の比率は、15%から 38%へ
と 2 倍以上に増加している。2011 年時点で、6 つ全ての項目で導入率が 60%を超えており、







フォーチュン 500 社 
（2012 年） 
差 
倫理綱領 82 96 14 
倫理研修 76 91 15 
相談窓口 68 90 22 
匿名の報告制度 77 91 14 
倫理評価 67 81 14 
懲罰制度 85 92 7 
6 つの要素全てを導入 41 60 19 
出典：ERC, 2012b, p.6. 
 









第2節  連邦量刑ガイドラインの内容と倫理・コンプライアンス・プログラムの促進要素 






ついての規定を新設した 1991 年の改正による。 
以下、1991 年の改正で要求されたプログラムの内容である4。 
① 犯罪行為の防止と発見のための規準と手続の策定（§8A1.2. Application Notes: 
3.(k)(1)） 
② 上級役員5への①の規準と手続の遵守に対する全体的な監督責任の割当て（§8A1.2. 
Application Notes: 3.(k)(2)） 
③ 違法行為をするリスクの高い人物にプログラムの重要な裁量権を委譲しないため
のデュー・ディリジェンス（§8A1.2. Application Notes: 3.(k)(3)） 
④ 研修への参加などを通した①の規準と手続の効果的な伝達制度の活用（§8A1.2. 
Application Notes: 3.(k)(4)） 
⑤ プログラムの有効性の監視と監査、および報復の無い犯罪行為の報告制度
（reporting system）の設置（§8A1.2. Application Notes: 3.(k)(5)） 
⑥ 適切かつ十分な懲罰制度（§8A1.2. Application Notes: 3.(k)(6)） 
⑦ 違法行為発覚後の適切な対応と再発防止に向けたプログラムの修正（§8A1.2. 






































⑨ 以下の 3 つの目的を達成するための合理的な段階を経ること（§8B2.1.(b)(5)）。 
A) 監視と監査等を通した倫理・コンプライアンス・プログラムの有効性の保証
（§8B2.1.(b)(5) (A)） 

















的損失のうち、最も高額なものが設定される（U.S.S.G. §8C2.4.(a), (b), (c)）。違反レベルご
とに設定された金額は、違反レベルが高いほど高額になる。たとえば、深刻度が比較的高
くない不法侵入など違反レベルが 6 未満の金額は 5,000 ドルだが、殺人のように違反レベ
ルが 38 以上の場合は 7,250 万ドルに上る（U.S.S.G. §8C2.4.(d)）9。 
 基本罰金にかけられる乗数は、有責性スコア（culpability score）に基づいて設定される
最小乗数（minimum multiplier）と最大乗数（maximum multiplier）の間の値の中から







5000人以上 1000人以上 200人以上 

















































有責性スコア 最小乗数 最大乗数 
10 点以上 2.00 4.00 
9 点 1.80 3.60 
8 点 1.60 3.20 
7 点 1.40 2.80 
6 点 1.20 2.40 
5 点 1.00 2.00 
4 点 0.80 1.60 
3 点 0.60 1.20 
2 点 0.40 0.80 
1 点 0.20 0.40 




以下の場合の最小乗数は 0.05 だが、10 点以上の場合には最大乗数は 4 であり、その差は
80 倍である（図表 5-4）。また、有責性スコアが、基準点の 5 点のままだった場合と 0 点以
下に減点された場合とでは、乗数は最低 5 倍は変化する。 
66 
 
とりわけ、有責性スコアが 8 点だった場合の最小乗数 1.6 と 0 点だった場合の最大乗数
0.2 の差は 8 倍である。したがって、有責性スコアが基準点の 5 点に 3 点加算された場合、
効果的なコンプライアンス・倫理・プログラムを整備し、当局への自己報告、調査協力、
犯罪行為の責任の明示された承認と肯定的な承諾を実践した企業（＝有責性スコアが 8 点
減点）とそうでない企業（＝有責性スコアの減点 0 点）とでは、罰金の額が少なくとも 8
倍は違うということである。 
 
第3節  アメリカの内部通報制度の現状 
第1項  内部通報制度を巡る法規制 
内部通報制度に関しては、連邦量刑ガイドライン以外にも、様々な法規制の影響を強く
受けているため、そのほかの制度とは別個に検討する必要がある。企業の内部通報制度に
関する主な法規制として、①不正請求防止法（the False Claims Act）、②サーベンス・オ
ックスレー法（Sarbanes-Oxley Act、以下、SOX 法という）、③ドッド・フランク法の 3
つがある10。 












また、2000 年代初頭のエンロンやワールドコムなどの大規模不祥事を受け、2002 年 7
月に成立した SOX 法では、公開会社に監査委員会の設置と同委員会への匿名の内部通報制







内部通報者報奨金制度の担当官庁は、証券取引委員会（Securities and Exchange 
67 
 
Commission、以下、SEC という）と商品先物取引委員会（Commodity Futures Trading 











うな違いがみられる。第 6 章でも述べるように、SOX 法では、内部通報者が保護を受ける
には報復後 90 日以内に労働省へ通報しなければならないとされているが、ドッド・フラン
ク法では最大で 10 年以内とされている（Dodd Frank Act §922(h)(1)(B)(iii)）15。加えて、
SOX 法では、内部通報者の未払い賃金（back pay）が保証されるとされているが、ドッド・
フランク法ではこの金額は 2 倍と規定されている（Dodd Frank Act §922(h)(1)(C)(ii)）16。 
 
第2項  内部通報の実践状況 
以上のような様々な促進策の下、今日、アメリカでは内部通報制度の導入がかなり進展
している。先述したフォーチュン 1000 社を対象とした 1994 年の調査では、51%の企業が
何らかの形で内部通報制度を整備していた（Weaver et al., 1999a, p.290）。また、歴代の
NBES の調査によれば、相談窓口を設置する企業の割合は 2003 年の 41%から 2011 年の
68%へ、ホットラインなどの匿名の報告制度を設置する企業の割合も同じ期間に 62%から
77%へと上昇している（ERC, 2012a, p.48）。 
また、内部通報件数も急速に増加してきた。1986 年以前までの年間訴訟件数は 6 件ほど
だったが、1986 年以降から 2012 年までの私人による告発の通算訴訟件数は、6,000 件以上
にまで急激に上昇した17。さらに、2009 年 1 月から 2011 年 1 月にかけての不正請求防止
法違反による徴収金額は 68 億ドル以上で、これは過去最高額である（Blume et al., 2011）。
加えて、不正行為の目撃件数に占める内部通報件数の割合（以下、内部通報率という）も
2005 年の 53%から 2011 年の 65%へと上昇し、とりわけ、制度化が進展している企業では
83%とかなり高い（ERC, 2012a, p.23）。 
だが、内部通報率の上昇とは対照的に、報復を受けるケースも増加傾向にある。内部通
報件数に占める報復件数の割合（以下、報復率という）は、2007 年 12%、2009 年 15%と








任委員会の設置割合は 17%に留まる（Korn/Ferry Institute, 2008, p.18）。さらに、監査
委員会への匿名の内部通報経路の設置が SOX 法（301 条）で要求されているのに対して、
倫理委員会の設置や同委員会への内部通報経路の設置を要求する直接的な法規制は存在し
ない。 






第4節  アメリカ企業の倫理・コンプライアンス・プログラムの監督機関 
第1項  コンプライアンス中心の監督機関 





アンスと位置付けたりするケースが増えたためである（Daly, 2006, pp.182-183）。 
 とはいえ、コンプライアンス重視の姿勢は、監査委員会と倫理委員会の設置率の差から
も確認できる。アメリカにおいては、監査委員会は、上場企業では設置が義務化されてい
る現状にあり、実際、フォーチュン 1000 社のうちそれを設置する企業の割合は、1995 年















する（釜田, 2009, 33 ページ）。 
アメリカ大企業の取締役会は、ほぼ全員社外取締役で占められている。アメリカ大企業
100社を対象に 2009会計年度に公表された委任状説明書の内容を分析した調査データによ
れば、社内取締役の人数が 1 人という企業の割合は 59%と過半数に上り、2 人が 26%、3
人が 6%、4～7 人が 9%と、ほとんどが社外取締役で占められている（Korn/Ferry Institute, 




先の 2 年間で変化しなかったという（Korn/Ferry Institute, 2008, p.19）。 
もっとも、企業統治上重要なのは社外取締役よりも独立取締役である。アメリカ上場企
業は、上場規則において、独立取締役の高い構成比率の達成が要求されている。ニューヨ
ーク証券取引所（New York Stock Exchange、以下、NYSE という）とナスダック（National 








 とはいえ、アメリカの取締役会にも問題がないわけではない。まず、第 1 の問題は取締
役会の独立性の基準の内容について、その妥当性に疑問が生じる項目がいくつか存在する
ことである。NYSE の上場規則では§303A.02 において、NASDAQ 上場規則では§5605(a)
において、独立取締役の条件が規定されている。NYSE も NASDAQ も、上場規則におけ
る独立取締役の条件は、第 10 章で検討するヨーロッパと同様に、図表 5-5 で挙げた項目に
1 つも当てはまらない人物であることとされている。 
現行の NYSE と NASDAQ の上場規則では、過去に会長や CEO であった者や数十年間
勤務してきた従業員であっても、退任・退職から 3 年が経過していれば、独立取締役とし
てみなされる現状にある。この 3 年という長さは、イギリスとフランスが 5 年であるもの







図表 5-5：NYSEと NASDAQの上場規則で定められた独立取締役の条件（ネガティブ・リスト） 




















①過去 3 年間に当該企業28の従業員であった者（(2)(A)） 



















また、NYSE と NASDAQ の上場規則には、持ち株比率に関する独立性の条件が規定さ
れていないため、株主であっても、独立取締役として就任できる現状にある。特に、NASDAQ
の上場規則においては、NASDAQ は、持ち株比率そのものが独立性の妨げになるとは信じ
ないとの旨が明記されている（IM-5605. Definition of Independence―Rule 5605(a)(2)）。





 次に、第 2 の問題として、会長兼 CEO への権力集中の問題がある。社内取締役が 1 人な
いし 2 人というのが大多数である中で、アメリカ大企業 100 社において CEO が取締役会会





影響力を及ぼしてきたことが指摘されてきた（e.g., 出見世, 1997; 佐久間, 2003b; 今西, 
2006）。 
加えて、取締役会の中には、日常的な事項に関して取締役会の持つ全ての権限を行使で
きる執行委員会が置かれており（佐久間, 2003b, 185 ページ）、ほとんどの CEO はこの執
行委員会のメンバーを務めている。たとえば、フォーチュン 1000 社では、社内取締役の全
員が執行委員会のメンバーである（Korn/Ferry Institute, 2008, p.19）。なお、CEO 以外の
社内取締役が会長を務める比率は 11%と 2番目に高く、そのほとんどは、当該企業の元CEO

































1 もっとも、倫理研修や内部通報制度などの複数の制度のうちどれか 1 つに取り組んでいた
だけでも、その企業は何らかの取り組みを行っていたことになる。また、1986 年の回答企




2 たとえば、2011 年 NBES の調査対象は、従業員数が 2 人以上の会社で週 20 時間以上働
いている 18 歳以上の従業員であり、上場企業か否かの選別基準はない。ちなみに、2011
年 NBES の回答者数は、4,800 人（私的セクター4,683 人、公的セクター117 人）であった。 
3 連邦量刑ガイドラインの改正の推移と内容については、2012 年版連邦量刑ガイドライン
の Appendix C の VolumeⅠからⅢ、および Supplement to Appendix C を参照のこと。 
4 以下の条文番号は、1991 年時点のもの。 
5 上級役員（high-level personnel）の概念については、第 3 章の第 1 節を参照のこと。 
6 以下の条文番号は 2004 年時点のもの。 















12 Phillips & Cohen LLP. False Claims Act History, 
http://www.phillipsandcohen.com/False-Claims-Act-History/. 2012年 12月17日アクセス。
たとえば、民事課徴金が 20 万ドルの際には報奨金は 6 万ドルとなる（三谷, 2000, 140 ペー
ジ）。 
13 SEC の内部通報者報奨金制度については、SEC（2011a,b）を参照のこと。 
14 Phillips & Cohen LLP HP, New SEC and CFTC Whistleblower Programs Provide 
Substantial Rewards, 
http://www.phillipsandcohen.com/SEC-Whistleblowers/SEC-and-CFTC-whistleblower-i
nfo.shtml, 2012 年 9 月 2 日アクセス。 
15 とはいえ、報復に対する出訴起源は、通常、報復の実施から 6 年以内、報復の実施を合
理的に知ってから 3 年以内とされている（Dodd Frank Act §922(h)(1)(B)(iii)）。 
16 この金額には、SOX 法、ドッド・フランク法ともに、利息が付く（with interest）とさ
れている。 
17 Phillips & Cohen LLP. False Claims Act History, 








32%などであり、内部通報者が受ける被害の大きい報復も少なくない（ERC, 2012a, p.16.）。 
19 参考までに、2007 年のデータは、フォーチュン 1000 社にランキングされている企業 891






いと規定されている（NASDAQ 上場規則§5605 (e)(1)(A), (B)）。 
21 NYSE 上場規則における独立取締役の比率については、それぞれ取締役会は§303A.01、
監査委員会は§303A.07, (a)、報酬委員会は§303A.05, (a)、指名委員会は§303A.04, (a)で規
定されている。NASDAQ 上場規則における独立取締役の比率については、それぞれ取締役
会は IM-5605. Definition of Independence (b)(1)、監査委員会は IM-5605-4. Audit 
Committee Composition、報酬委員会は§5605(d)(2)(A)、指名委員会は§5605 (e)(1)(B)で規
定されている。 
22 ヨーロッパ各国の冷却期間については、EU 加盟国全般は第 10 章で、イギリスは第 7 章
で、フランスは第 9 章で詳しく分析する。 
23 （）内は§303A.02, Independence Tests のより詳細な条文番号 
24 （）内はより詳細な条文番号。なお、取締役会内委員会の場合には、図表 5-5 に挙げた
項目以外にも、独立取締役にはさらに厳しい条件が課せられる。たとえば、監査委員会の




合には、ここで挙げた 7 項目に代わりに、独立取締役の条件として、the Investment 
Company Act of 1940, Section 2(a)(19)で規定されていない「利害関係人（interested 














30 SEC 規則§10A-3(e)(1)(ii)(A)(1) 






















第1節  アメリカの海外腐敗行為防止法の概要 
第1項  海外腐敗行為防止法の制定の背景 







た（梅田, 2011, 20 ページ）。 


























贈賄防止条約の批准国数は 37 カ国（OECD 加盟国 30 カ国、非加盟国 7 カ国）に上る3。 
 
第2項  海外腐敗行為防止法の罰則と特徴 
図表 6-1 は、アメリカの海外腐敗行為防止法の罰則をまとめたものである。 
 
図表 6-1：海外腐敗行為防止法違反の罰則 
贈賄禁止条項違反  会計処理条項違反 




自然人：25 万ドル以下の罰金と 5 年以下
の懲役のいずれかまたはその両方 
自然人：500 万ドル以下の罰金と 20 年以下
の懲役のいずれかまたはその両方 
法人：1 万 6,000 ドル以下 民事罰 
（課徴金） 
 
法人：7 万 5,000 ドルから 72 万 5,000 ドル
または違反による利得額以下 
自然人：1 万 6,000 ドル以下 自然人：7 万 5,000 ドルから 15 万ドルまた
は違反による利得額以下 
（注）代替的罰金条項が適用された場合、刑事罰の罰金の上限は、不正による利得額ない
し損失額の 2 倍にまで引き上げられる。18 U.S.C. § 3571(d) 
出典：The Criminal Division of the U.S. Department of Justice & the Enforcement 















ドル、自然人が 25 万ドルであるのに対して、民事罰ではどちらも 1 万 6,000 ドルに留まっ
ている。 
そして、会計処理条項の民事罰は、法人、自然人ともに①一定の金額の範囲内（法人は
72 万 5,000 ドル以下、自然人は 15 万ドル以下）の金額と②違反による利得額以下の金額の
いずれかを、課徴金として科すことができる。民事罰が前者の一定の範囲内の金額であっ
た場合には、会計処理条項違反の課徴金の上限は、法人では刑事罰が 2,500 万ドルで民事
















2. 第 2の特徴：贈賄禁止条項違反の罰則よりも厳しい会計処理条項違反の罰則 
次に、第 2 の特徴は、会計処理条項違反の方が贈賄禁止条項違反よりも罰則が厳しいこ
とである。まず、刑事罰では、会計処理条項違反では、法人は 2,500 万ドル以下の罰金、
自然人は 500 万ドル以下の罰金と 20 年以下の懲役のいずれかまたはその両方を科される。
これに対し、贈賄禁止条項違反では、法人は 200 万ドル以下の罰金、自然人は 25 万ドル以
77 
 
下の罰金と 5 年以下の懲役のいずれかまたはその両方を科される。 
そして、民事罰では、会計処理条項違反では違反による利得額の同額以下である限りに
おいては、事実上課徴金の上限がなくなる。これに対し、贈賄禁止条項違反では法人と自




















第2節  海外腐敗行為防止法と倫理・コンプライアンス・プログラムの関係 
第1項  海外腐敗行為防止法の摘発の強化と厳罰化 
海外腐敗行為防止法の規制の対象は、会計処理条項が上場企業（issuers）のみであり、
贈賄禁止条項が①上場企業に、②国内企業（domestic concerns）、③アメリカ国内で違反を












年、急激に増加している。海外腐敗行為防止法の摘発案件数は、2002 年から 2004 年にか
けては 6～7 件程度であったが、2005 年と 2006 年にはどちらも 13 件となり、2007 年には
38 件へと増加している。2008 年には、25 件と一時的に低下したが、その後 2009 年 43 件、










激に高額化している（図表 6-3）。2008 年のシーメンスの罰金・課徴金は合計 8 億ドル（課
徴金 3 億 5,000 万ドル、刑事罰金 4 億 5,000 万ドル）、2009 年のハリバートン/KBR の罰
金・課徴金は 5 億 7,900 万ドル（課徴金 1 億 7,700 万ドル、刑事罰金 4 億,200 万ドル）で
あった（甲斐, 2011, 64 ページ）。海外腐敗行為防止法施行後の最初の 25 年間の罰金・課
徴金の総額は 100 万ドルを超える程度であったものの（梅田, 2011,130 ページ）、摘発案件
数や高額な罰金の適用数の増加により、2010 年の罰金・課徴金の総額は過去最高の 17 億
8200 万ドルにも上っている。高額の罰金・課徴金が科されるケースは、常態化してきてお
り、実際 2008 年のシーメンスの事例以降、1 社で罰金・課徴金が 1 億ドルを超えるケース
が毎年少なくとも 1 件は起きるようになっている。 
 
 



























※2008年と 2009年のみ、シーメンスAGの罰金 8億ドルとハリバートン/KBRの 5億7,900
万ドルを、色を変えて示している。 





ンダのスナムプロゲッティ（Snamprogetti）、ドイツの BAE の 3 社がそれぞれ 3 億 5000
万ドルを超える金額を支払い、これら 3 社で 2010 年の総額の 2/3 に相当する 11 億ドルを
支払っている。加えて、ダイムラー、パナルピナ（Panalpina）、アルカテル（Alcatel）
の 3 社もそれぞれ 1 億ドル近い罰金・課徴金を支払っており、これらアメリカ国外企業 6
社だけで 2010 年の罰金・課徴金の総額の 80%分を支払ったことになる（Shearman & 







に拘禁 2 年と罰金 8 万ドルを科せられている9。 
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告、（b）調査協力、（c）責任の明示された承認と肯定的な承諾の 3 つの実践の程度（3 つ全
てで 5 点減点、（b）と（c）のみで 2 点減点、（c）のみで 1 点減点）の 2 種類の要因によっ
て、減点されることができる。これらの減点要因を全て満たした企業とそうでない企業で
は、罰金の金額の大きさは大きく変化する。たとえば、有責性スコアが 8 点の場合と 0 点
以下の場合では、乗数の差は最低 8 倍変化することになる。 
とはいえ、第 5 章の図表 5-3 で示したように、経営者や取締役といった上級役員が不正
に参加したり、不正を見逃したり、不正について故意に把握しようとしなかったりした場
合には、効果的なコンプライアンス・倫理・プログラムを設置していたことによる有責性





たとえば、2008 年のシーメンスのケースでは、基本罰金は 8 億 4350 万ドル、有責性ス
コアは 8 点（乗数の範囲 1.6～3.2）と評価されたため、罰金は 13 億 5000 万ドル～27 億ド
ルの間と評価された10。もっとも、シーメンスは、今回の不正でアメリカや諸外国でも多額
の罰金・課徴金を支払っていることや、その後のコンプライアンスの改善への積極的な取




プログラムの導入による 3 点の減点措置が受けられず、むしろ有責性スコアは 5 点加点さ
れた。また、不正の発覚も自己申告によるものではなかったため、受けられた減点措置は
①調査協力、および②責任の明示された承認と肯定的な承諾の 2 つを実践したことによる 2
点だけであった。もしシーメンスが、CCO が有効に機能し、連邦量刑ガイドラインで規定
された減点措置を全て受けられていたとしたら、有責性スコアは－3 点であり、その乗数は









示された承認と肯定的な承諾の 2 つを実践したことによる 2 点だけであった。このことに
より、有責性スコアはシーメンスと同じ 8 点（乗数の範囲 1.6～3.2）であり、罰金は 3 億
7680 万ドル～7 億 5360 万ドルの間とされ、最終的に 4 億 200 万ドルとなった11。 
 
第3節  SOX法の内部通報に関する規定 
 2002 年、アメリカでは、2000 年代初頭の粉飾決算や監査法人との癒着といった一連の企
業不祥事を背景に、企業統治の強化によるアメリカ資本市場の信頼回復・投資家保護を目
的とした SOX 法が制定された。同法は、以前は 5 年であった証券詐欺や虚偽記載による禁
固刑の刑期をそれぞれ 25 年と 20 年にまで引き上げたり、不正に係わった経営者の他企業
の経営者への就任を禁止したりなど、コンプライアンス違反の厳罰化を規定した（出見世, 























者は 90 日以内に労働省へ通報しなければならない。そして、労働省は通報後 180 日以内に
保護の対象として適格か否かを決定しなければならない。 




個人的な責任を追及されることになりうる。さらに、SOX 法は、その 3 条で、SOX 法違反
は 1934 年証券取引所法違反と同様の厳しい罰則が科されるとしている。 
 
第4節 イギリスの贈収賄法のコンプライアンス体制の促進要素 
第1項  イギリスの贈収賄法の内容と処罰規定 
 アメリカと並んで外国公務員に対する汚職規制の厳格化を進めているのがイギリスであ






























第2項  イギリスの贈収賄法の 6つの基本原則とコンプライアンス体制 
 贈収賄法の贈賄防止措置懈怠罪を免れるないし低減するには、「十分な手続き（adequate 
procedures）」の実施が必要である（西垣・立石, 2011, 22 ページ）。「十分な手続き」の内
容は、2011 年 3 月現在、イギリス法務省が最終指針として公表している。この指針は普遍
的・定言的な性格を持つものではないものの、贈収賄法は適用範囲が広く、また上限の無
い罰金や 10 年以下の懲役など罰則が重いため、イギリス国内外の企業にとって大きな参考




































































に関する 2 つの問いを検証するために、ヨーロッパ各国の取組みについて分析していく。 
 
注 
1 U.S. Department of Commerce, International Trade Administration (2004) Business 
Ethics: A Manual for Managing a Responsible Business Enterprise in Emerging Market 
Economies, http://ita.doc.gov/goodgovernance/adobe/bem_manual.pdf, p.271. 
2 以下の外国公務員贈賄防止条約の制定までの推移については、梅田（2011）を参照のこ
と。 
3 Ehlermann-Cache, N. The Impact of the OECD Anti-Bribery Convention, OECD, 






の最大 2 倍以下にまで引き上げられると規定している（18 U. S. C. §3571(d)） 
5 海外腐敗行為防止法の規制対象については、以下を参照のこと。The Criminal Division of 
the U.S. Department of Justice & the Enforcement Division of the U.S. Securities and 




7 2006 年から 2007 年にかけての急増の理由の解明は今後の課題である。 
8 SEC (2008a) Securities and Exchange Commission v. Siemens Aktiengesellschaft, 
Civil Action No. 08 CV 02167 (D.D.C.), 
http://www.sec.gov/litigation/litreleases/2008/lr20829.htm. 
9 ブリジストンの事例については、梅田, 前掲書, 133 ページ。 
10 Department of Justice (2008b) Department’s Sentencing Memorandum, 
http://www.justice.gov/opa/documents/siemens-sentencing-memo.pdf., p.12. 
11 Department of Justice (2009) Plea Agreement, Criminal No. H-09-071, pp.10-11. 
12 フランスの内部通報制度については、第 9 章で詳述する。 
13 海外腐敗行為防止法では、チップや仕事の達成に対する少額の謝礼などはファシリテー
ション・ペイメントとして認められたとしても、事業獲得のための支払いは禁止されてい
る（樋口, 2010, 87-88 ページ）。 
14 以下の内容は、特に注がない限り、以下を参照のこと。新城, 2011a, 26-27 ページ。 
15 最終指針における「手続」は、①贈賄防止のための方針と、②それを実施するための手
段の両方を含む概念として用いられている。指針 commentary 1.1 













第1節  イギリス企業の倫理プログラムの推移と現状 
第1項  イギリスのコンプライアンス・企業倫理に関する法規制 





2004 年 46%（第 6 位）、2007 年 79%（第 3 位）、2010 年 83%（第 1 位）と急激に増加し
ている（Webley et al., 2011, p.22）。 
 イギリス国内でも、大規模な企業不祥事が続発した 1990 年代後半以降、コンプライアン
ス・企業倫理に関する規制が強化されてきた。1998 年に成立した公益開示法（Public 
Interest Disclosure Act）では、内部通報を理由とする解雇が禁止された。また、2000 年
の年金法の改正では、年金基金に SRI が要求されるようになったため、倫理綱領を策定す
る企業が増加した（出見世, 2003b, 91 ページ）。なお、2010 年に策定されたイギリス企業




第2項  イギリス企業の倫理プログラムの推移と現状 
 イギリスでは、アメリカ型の倫理・コンプライアンス・プログラムは、倫理プログラム
（ethics program）などと呼ばれ、導入が進められてきた。イギリスの企業倫理研究所
（Institute of Business Ethics）は、これまでイギリス企業の倫理プログラムの整備状況を
定期的に調査してきた2。図表 7-1 は、企業倫理研究所の調査結果を基に、FTSE350 社の倫
理プログラムの整備状況の推移と現状を示したものである。 
FTSE350 社における策定から 5 年以上が経過した倫理綱領を有する企業の割合は、2001




 1995 1998 2001 2004 2007 2010 
企業倫理綱領       
①策定から 5 年以上経過 N.A. N.A. 54 52 64 66 
②取締役会レベルでの検討 N.A. N.A. N.A. N.A. 84 91 
③雇用契約上の遵守の要求 46 42 53 62 72 69 
研修制度 N.A. 約 47 約 41 約 47 約 72 60 





①ウェブサイト上 N.A. N.A. N.A. 78 87 87 
②マニュアル／ハンドブック上 N.A. N.A. N.A. 59 70 51 
③専用ガイドブック／小冊子 N.A. N.A. N.A. 38 58 49 
④翻訳 N.A. N.A. N.A. 35 51 47 





⑥アニュアル・レポート上 N.A. N.A. N.A. 66 78 81 
⑦CSR 報告書上 N.A. N.A. N.A. 59 73 72 
⑧ウェブサイト上 N.A. N.A. N.A. 63 81 68 
内部通報経路 66 70 74 88 96 100 
倫理監査 N.A. N.A. N.A. 59 82 76 
出典：Webley et al., 2011 を基に筆者作成。 
 
領を定期的に検討する企業の比率は、0～1 年ごと 49%、2～4 年ごと 24%、事業環境の変
化に応じて随時 16%、検討したことはない 7%、そのほか 4%と 7 割以上の企業が倫理綱領
を定期的に検討していた（Webley et al., 2011, p.10）。検討の主体は、取締役会が 91%と最
も高い（Webley et al., 2011, p.11）。なお、約半数の企業で、経営陣が倫理綱領の確認と遵
守を年に 1 度明言していた（Webley et al., 2011, p.19）。 
 倫理綱領が業績評価や契約先の選定などに活用されるケースも増加傾向にある。雇用契
約に倫理綱領の遵守を含めている企業の割合は、1995 年 46%、2001 年 53%、2004 年 62%、
2010 年 69%と年々増加している。また、倫理綱領を管理者の業績の評価基準に含んでいる
企業の比率は 41%で、懲戒処分において倫理綱領を考慮する企業も 50%であった（Webley 
et al., 2011, p.19）。そのほかに、サプライヤーなどのビジネス・パートナーを、自社の倫
理綱領の基準に基づいて選抜する企業の割合も 83%と非常に多い（Webley et al., 2011, 
p.10）。 
 次に、倫理研修に関して、FTSE350 社の倫理研修の実施率は、1998 年の約 47%から 2010
年の 60%へと増加している。倫理研修の頻度は、一度だけ約 18%、年に一度 44%、2 年ご






et al., 2011, pp.17-18）。 
そして、倫理綱領の伝達に関して、内部への伝達方法の中では、ウェブサイト上での公
開が 2010 年 87%と最も実施されている。他方、倫理綱領のハードコピーを全社員に配布す
る企業の割合は、2004 年の 55%から 2010 年の 30%へと減少している。また、外部への伝





ホルダーへ直接配布したりするケースは少ないことが指摘されている（Webley et al., 2011, 





（PricewaterhouseCoopers、以下、本文内簡易注においてのみ PwC という）の 2010 年の
調査でも、内部通報の結果を公表している企業の比率は17%にとどまる（PwC, 2011a, p.15）
3。 
FTSE350 社の内部通報制度の設置率は、1995 年 66%、2001 年 74%、2004 年 88%と年々
増加し、2010 年には 100%の企業が内部通報制度を設置している。なお、上述したプライ
スウォーターハウス・クーパースの調査によれば、内部通報制度を 1 つ以上有する企業の
割合は 98%であり、2 つ以上有する企業の割合は 91%であった。24 時間体制の通報窓口を
設置している企業の割合は 73%、多言語での内部通報制度 55%、国外から国内への内部通
報制度 58%、海外現地のヘルプライン 54%、文書化した内部通報手続の配布 81%であった。
そのほかに、外部への内部通報経路を有する企業の比率は 66%であった（PwC, 2011a, 
pp.11-13）。 
また、FTSE350 社のうち倫理監査を実施する企業の割合は 2010 年 76%と約 8 割の企業
が実施していた。とはいえ、倫理監査の方法は、取締役会への不正行為の報告 79%、内部
通報制度の活用 71%、従業員への調査 62%が多い一方で、外部監査を取り入れている企業
は 26%と 3 割にも満たなかった（Webley et al., 2011, p.20）。 
 また、イギリス企業の倫理プログラムの整備は、公開企業および大企業ほど進展してい
る。企業倫理研究所は、公開企業 282 社と非公開企業 492 社における倫理プログラムの整
備状況を調査している。この調査によれば、各制度の導入比率は、倫理綱領は公開企業 84%、
非公開企業 56%、内部通報制度は公開企業 72%、非公開企業 45%、相談窓口は公開企業 66%、
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非公開企業 40%、倫理研修は公開企業 74%、非公開企業 44%であった。このように、公開
企業は非公開企業よりも 20～30%高い整備率となっている（Webley & Werner, 2009, p.33）。 
次に、企業規模別にみても、倫理綱領の策定率は、FTSE100 社では 2010 年 80%だが
（Webley et al., 2011, p.8）、イギリス企業全体（回答者数 791 人）では 2008 年 66%であ
った（Webley & Werner, 2009, p.32）4。また、倫理研修の実施率は、FTSE350 社では 2007
年約 72%だが、イギリス企業全体では 2008 年 55%であった。そのほかに、2007 年の






第2節  イギリス企業の倫理担当者の出自と独立性 
英米の規制強化を背景に、イギリス企業の倫理担当者は、法律の専門家・専門部署によ
って兼任されているケースが少なくない。2010 年の FTSE350 社における倫理担当者の内
訳は、会社秘書役・法務部門 41%、コンプライアンス部門 12%、CSR・会社責任部門 10%、
人的資源管理部門 10%、取締役会・取締役会内委員会・CEO8%、内部監査・財務部門 8%、












CEO 間の情報共有が効率的になることなどが指摘されてきた（Maurice, 2011, p.16）。も
っとも、近年のコンプライアンス・リスクの高まりを背景に、大企業においては会社秘書
役とジェネラル・カウンセルの分離が進展してきており、今日、FTSE100 社の 6 割が両者





























第3節  イギリスの銀行不祥事とコンプライアンス体制の形骸化 
第1項  HSBCグループの不祥事とコンプライアンス体制の形骸化 
HSBC グループは、イギリスのロンドンに本社を構える世界最大の金融機関の 1 つであ
る。HSBC グループの総資産額は 2 兆 5000 億ドルを超え、2011 年度の利益は約 220 億ド
ルにも達し、その顧客数は 8900 万人にも上る6。HSBC グループは世界 80 カ国に 7,200 店
舗もの支店を構え、グループ全体の総従業員数は約 30 万人にも上る（USSPSI, 2012, p.13）。 
HSBC グループは、2000 年以降、アメリカ子会社 HSBC Bank USA N.A.（以下、HBUS
という）を介して、マネーロンダリング、ミャンマーやキューバといったアメリカで取引
が禁止されている国々との違法取引、テロリストへの資金提供など、数多くの不正を行っ
てきた。アメリカ上院国土安全保障・政府問題委員会（the U.S. Senate Permanent 
Subcommittee on Investigations、以下、USSPSI という）の調査によれば、HSBC グル
ープによって行われたアメリカで取引が禁止されている国々との不正取引は、2001 年から
2007 年までの 7 年間で 2 万 8,000 件以上（そのうち 2 万 5,000 件がイランとの取引）、総
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額は 197 億ドルに上る（USSPSI, 2012, pp.113-114）。また、HSBC グループの銀行はア
ルカイダの資金源の 1 つとされているサウジアラビアの最大手銀行アルラジ銀行（Al Rajhi 
Bank）への送金業務も手掛けており、その総額は 2010 年時点で 10 億ドルに上るという
（USSPSI, 2012, p.7）。 
また、HSBC グループは、メキシコからのマネーロンダリングにも関与していたことが
発覚している。メキシコのマネーロンダリングの 60～70%は HSBC グループのメキシコ支
店 HSBC Mexico S.A. Banco（以下、HBMX という）の口座を通して行われたという
（USSPSI, 2012, p.69）。HBMX を介したマネーロンダリングにも HBUS が深く関与して
おり、2007 年から 2008 年にかけて、HBMX から HBUS へ送金された金額は年間で 70 億

















いたオフィサーの数は 200 人にも満たなかった。このような中で、HBUS のコンプライア
ンス・オフィサーは 1 カ月間で 1 人当たり平均 3,800 件もの通報事案に取り組まねばなら
ない状態に陥っていた（USSPSI, 2012, pp.25-26）。中には、1 週間で 3 万件もの通報に対
処しなければならなかったオフィサーも 8 人いたという（USSPSI, 2012, p.29）。 
このような限られた運営資源の中で、各コンプライアンス・オフィスの CCO はその他の
部署も兼任しなければならなかった。北米地域統括会社である持株会社 HSBC North 
America Holdings, Inc.（以下、HNAH という）の CCO は、同地域統括会社の法務部長の





せられた報告・通報の内、1 万 7,000 件を超える案件が放置されたままとなっていた











している（USSPSI, 2012, p.69）。CCO の人選も適切に行われず、2007 年から 2009 年に
かけての HBUS の CCO には、法律の専門知識や職業経験を全く持っていない人物が、複
数の兼任先を抱えた状態で就任していた。 
また、HBUS は、2008 年に自社のコンプライアンス体制の欠陥を政府当局から批判され
たが、HBUS の COO や HSBC グループの経営幹部（senior management）は、2008 年
以降のコンプライアンス・オフィサーの新規採用の凍結を決定した。再度、マネーロンダ
リングを監督する通貨監査局（the U.S. Office of the Comptroller of the Currency）の指
摘を受け、2010 年までに HBUS のコンプライアンス・オフィスへ 400 人の人員が投入さ
れたが（USSPSI, 2012, p.30）、同オフィスは 2010 年から 2011 年まで CCO が不在という
状態であった（USSPSI, 2012, p.25）。 





この内部通報の翌月に解雇されている（USSPSI, 2012, p.21）。 
 
第2項  スタンダード・チャータード銀行とバークレイズの不祥事 
本来コンプライアンスの確立に努力すべき CCO 自身が、経営者と結託して不正に積極的
に関与していた事例も複数見られる。2012 年に、アメリカのニューヨーク州金融サービス
局（New York State Department of Financial Services（以下、NYSDFS という））の調査
により、スタンダード・チャータード銀行が、2001 年から 2010 年にかけて、イランの中
















ス・オフィス「the Group Head of Compliance」は、3 度も LIBOR の虚偽申告についての
内部通報を受けていたが何の対応も行わず、通報の事実すら他の管理者に伝達していなか
った（House of Commons Treasury Committee, 2012, p.8）。さらに、政府当局による
LIBOR の不正の調査の際にも、バークレイズの上級コンプライアンス・オフィサーは、自
行の不正への関与を否定し、その後、自行の関与についての社内調査も行わなかったとい
う（Commodity Futures Trading Commission, 2012, p.22）。 
また、イギリス政府当局の金融サービス機構 （Financial Services Authority）7は、バ
ークレイズの独立非業務執行取締役への内部通報制度の未整備も問題視している（House of 























目的とした法務担当取締役（Legal Director）の導入も進められている（Thierfelder, 2011, 
p.11）。イギリスでも、業務執行取締役として、CEO と財務担当取締役に加えて、法務担当












第4節  イギリス企業の倫理プログラムの監督機関の現状と今後の課題 




倫理監査に参加する企業の比率は 2010 年時点で 84%に上る（Webley et al., 2011, p.21）。
内部監査部門の監督は監査委員会によって行われ、FTSE350 社では内部監査の監督を監査





置している企業の数はそれほど多くはない。FTSE100 社のうち上位 50 社（以下、FTSE50
社という）における 2010 年の倫理・社会責任委員会の設置率は 53%であったものの
（Heidrick & Struggles, 2011, p.18）、FTSE350 社における全員が独立非業務執行取締役





への報告経路を確立する必要性を訴えている（Webley et al., 2011, p.12）。 
 





 イギリスの企業統治規範では、§B.1.1 において、独立取締役は以下の項目に 1 つも当て
はまらない人物であるとされている9。 
① 過去 5 年間において当該企業・グループ企業の従業員だったことがある者 


















とがほとんどである。2010 年時点で FTSE50 社における取締役会、報酬委員会、指名委員




社のうち会長と CEO を分離している企業の割合は 96.3%に達している（Grant Thornton, 
2011, p.39）。そして、FTSE350 社の上位 50 社においては、会長が独立非業務執行取締役
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である比率も、2010 年時点で 73%に上る（Heidrick & Struggles, 2011, p.52）。 
 倫理・コンプライアンス・プログラムの中心的な監督機関である監査委員会も、ほとん
どが独立非業務執行取締役で構成されている。FTSE350 社の全員が独立非業務執行取締役
で構成される監査委員会の設置率は、2004 年、2005 年、2006 年、2009 年が 77%から 89%
の間であったのを除いて、2002 年から 2011 年にかけて全て 90%以上であった11。また、
2010 年の FTSE50 社の監査委員会の独立非業務執行取締役の比率は 93%である（Heidrick 
& Struggles, 2011, p.44）。 
 このように、イギリス企業の取締役会では独立取締役の導入がかなり進展しているもの
の、取締役会の独立性は数値だけで測れるものではなく、疑問がないわけではない。たと


































いる。このうち上位 100 社で構成される FTSE100 社という指数もある。 
2 FTSE350 社を対象とした歴代の調査の有効回答率は、それぞれ、1998 年 28%（アンケ
ート送付先の数 177 名）、2001 年 43%（同 179 名）、2004 年 41%（同 196 名）、2007 年
34%（同 200 名）、2010 年 17%（295 名）である。有効回答率のみならず回答率も減少傾
向にあり、このことは IBE も自覚している（Webley et al., 2011, p.47）。 
3 全回答数 111 社のうち 73.9%がイギリス企業。 





の使用・管理などを挙げている。BERR (2009) Directors and Secretaties Guide―GBA1, 
Companies House, http://www.companieshouse.co.uk/about/pdf/gba1.pdf, pp.8-9. 
6 HSBC グループの事例については、USSPSI（2012）を参照のこと。 
7 金融サービス機構は、1997 年の発足以降、英国唯一の市場監督機関として機能してきた































第1節  ドイツ企業のコンプライアンス・プログラムの現状 







ってきている。2007 年には、ドイツ・コーポレート・ガバナンス規範（Der Deutsche 
Corporate Governance Kodex、以下、DCGK という）1においても、「コンプライアンス」

















スウォーターハウス・クーパース（PricewaterhouseCoopers、以下、PwC という）が 2 年
おきに公表してきたレポートは、その制度化の状況を知る貴重な資料である3。このシリー
ズは、ウルリッヒ（2006）の研究でも引用されている。そこでは、コンプライアンス・プ
ログラムを実施する企業の割合は、2007 年 41%、2009 年 44%、2011 年 52%と上昇してき
たことが報告されている（PwC, 2011b, S.40）。 
もっとも、コンプライアンス・プログラムを各要素別に見てみると、それぞれの間で導
入状況に若干の差がみられる。たとえば、倫理ガイドライン（ethische Richtlinien）は、
2005 年 69%、2007 年 67%、2009 年 72%、2011 年 82%と、大半の企業で導入されている
（PwC, 2009, S.56; PwC, 2011b, S.54）。 
だが、相談窓口（Beratung zur Betrugspävention）の導入状況は、2005 年 16%、2007
年22%、2009年33%、2011年49%、ホットラインなどの内部通報制度（Hinweisgebersystem）
の導入割合は、2005 年 26%、2007 年 27%、2009 年 34%、2011 年 41%、コンプライアン
ス研修（Training zur Betrugsbekämpfung/Compliance-Schulungen）は、2005 年 16%、
2007 年 19%、2009 年 28%、2011 年 42%と増加傾向にあるが、未だ 50%以下である（PwC, 
2009, S.56; PwC, 2011b, S.54）。 
そのほかに、コンプライアンス・オフィサー（Compliance-Beauftragter）を設置する企
業の割合は 2009 年に 44%であり（PwC, 2009, S.25）、コンプライアンス・オフィサーと匿
名のホットラインの設置割合は 2011 年に 59%である（PwC, 2011b, S.36）。また、近年の
規制強化を背景に、腐敗防止を目的としたプログラムを導入するドイツ企業の割合も 2007
年 20%、2009 年 34%、2011 年 59%と急激に増加している（PwC, 2011b, S.32）。 
 
第2節  ドイツ企業の不祥事と CCOの独立性と権限 
第1項  シーメンスの不祥事とコンプライアンス体制の形骸化 
 長年贈賄を通して世界中で事業の拡大に努めてきたシーメンスは、1999 年の違法化以降
も、事業獲得・維持のための贈賄を繰り返してきた。ベネズエラやイスラエル、バングラ
ディシュなど各国で支払われた賄賂は総額 13 億 6,000 万ドルに上る（Pendergast & Katz, 
2009, 9 ページ）。この不正が 2006 年に発覚すると、同社は、アメリカで海外腐敗行為防止
法違反として総額 8 億ドル、ミュンヘン検察庁へ総額 5 億 9600 万ユーロ（約 8 億 5400 万
ドル）を支払った（SEC, 2008a）。また、一連の不正を受け、フォン・ピーラー取締役会
会長とクラインフェルト執行役会会長は辞任した。 
 シーメンスでは、不正発覚当時、CCO は、弁護士を含めた 9 名で構成されるコンプライ
アンス・オフィスの長であり、その部下として、世界全体でフルタイムで専任のコンプラ
イアンス・オフィサーが 110 名ほど配置されていた4。これらのコンプライアンス・オフィ






と CFO に対して行われる。 
 しかしながら、シーメンスのコンプライアンス・オフィスは、独立性や人員が極めて不
足していたという5。シーメンス本社では、2004 年にコンプライアンス・オフィスが設置さ





















たとえば、ダイムラーは、1998 年から 2008 年にかけて、中国、ロシア、ベトナムなど
22 か国以上の国々で、現地公務員への贈賄を繰り返してきた7。同社の執行役会は、1999
年の違法化に伴い、外国公務員への贈賄の禁止の徹底に取り組んだが、不十分な体制の下、
アメリカの司法省と SEC による調査が開始された 2005 年以降も、外国公務員への贈賄が
続けられてきた。そして、同社は、2010 年、SEC と司法省に対し、それぞれ 9,140 万ドル
の課徴金と 9,360 万ドルの罰金の支払い（合計で 1 億 8,500 万ドル）に合意した。 
ダイムラーの内部監査部門がコンプライアンスに関して与えられていた権限は不十分な








また、2012 年末にアメリカの海外腐敗行為防止法違反で SEC に 1230 万ドルを超える課
徴金の支払いに合意したアリアンツでも、内部監査部門がコンプライアンスを担当してい
た8。この事件では、同社のインドネシアの子会社が、2001 年から 2008 年にかけて、現地











である（the United States District Court for the District of Columbia, 2010, p.6; 
Department of Justice, 2008b, p.12）。 
 






















第3節  ドイツ企業のコンプライアンス・プログラムの監督機関の現状と課題 
第1項  監査委員会と倫理委員会の現状 
前節までに検討したように、ドイツではアメリカ型の倫理・コンプライアンス・プログ
ラムは、コンプライアンス・プログラムとして導入が進められており、その監督は監査委
員会を中心に行われている。2010 年の DAX30 社における監査委員会の設置率は、97%に





DAX30 社における倫理・社会責任委員会の設置率は 7%であり、監査委員会の 1/10 以下と
極めて低い。この 7%という値は、イギリスの 53%、フランスの 20%、ヨーロッパ平均の
12%などと比べてもかなり低い値である（Heidrick & Struggles, 2011, p.18）。また、アメ
リカのフォーチュン 1000 社においても、2008 年時点で、会社責任委員会の設置率は 17%
に上っている（Korn/Ferry Institute, 2008, p.18）。 
 





2011 年の DAX30 社における取締役会の平均年間開催数は 5.9 回だった（Heidrick & 
Struggles, 2011, p.26）。各委員会の年間開催数も少なく、監査委員会約 5 回、報酬委員会
約 5 回、指名委員会約 1 回であった（Heidrick & Struggles, 2011, p.19）。 
とりわけ、前節で検討した事例では銀行からの派遣取締役が機能していなかった。不正
当時のシーメンスの取締役会会長バウマン氏とフォン・ピーラー氏はどちらもドイツ銀行
の取締役を兼任していたし、ダイムラーの 1998 年から 2007 年までの取締役会会長コッパ
ー氏もドイツ銀行から派遣された取締役であり、一時期は同銀行の取締役会会長を務めて
いた。なお、シーメンスでは、どちらの会長時代においても、ドイツ銀行のアッカーマン
執行役が取締役会第 2 副会長10を務めていた。 
もっとも、グローバル化や銀行の投資業務への転換などを背景に、ドイツ企業・銀行間
で資本的・人的結合の解消が急速に進行している。たとえば、ドイツ銀行の事業会社の株
式保有残高は 2001 年の 61 億ユーロから 2009 年の 1 億ユーロへと急激に減少した（齋田, 
103 
 
2011, 4 ページ）。このような中で、1978 年から 2010 年にかけてのドイツ大企業 100 社の
派遣取締役数も、銀行と保険会社からの派遣取締役が 97 人から 20 人へ、非金融機関から





（Aktiengesetz§100 (2) 4.）。 
とはいえ、このことは元CEOの取締役会会長への就任を無期限に禁止するものではない。
実際に、DAX30 社のうち当該企業の元 CEO が取締役会会長を務めている割合は、2011 年








研究プロジェクト, 2011, 35-36 ページ）。 
 


















といった曖昧な形で規定している国は、EU 加盟国全体の 80%を超えるものの（Internal 












ロッパ平均 43%）、監査委員会 22%（同 62%）、報酬委員会 18%（同 56%）、指名委員会 29%































採用されている（正井, 2005, 38 ページ）。 
次に、一般従業員代表の独立性は、労働組合代表と比べて不安定である。一般従業員代
表候補者名簿は、経営協議会（Betriebsrat）によって作成されることがほとんどであり、
経営協議会の幹部の名前が記載されることが多い（田端, 2010, 27 ページ）。かつて、経営
協議会は労働組合の社内支部としての側面が強く、労働組合との結びつきが強かったもの
の、1980 年代後半以降は、労働組合とは距離を取る高学歴な経営協議会幹部が増加傾向に





































































を受け、European Corporate Governance Forum は、2009 年に、EU 加盟国の企業は、
EU 加盟国においては本国と主な上場先の国のいずれかの企業統治規範のみを遵守すれば
よいとする規則を導入した（Internal Market and Services, 2009a, p.29）。 
2 DCGK委員会によれば、DCGKの全条項を受け入れている企業の割合は、2004年の75.9%
から 2010 年の 82.1%へと増加しており、とりわけ DAX30 社は一貫して 90%以上で 2010
年には過去最高の約 95%だった（Regierungskommission Deustcher Corporate 
Governance Kodex, 2010, S.46）。また、フランクフルト証券取引所上場企業 864 社を対象
とした調査（回答企業 408 社）では、企業が遵守しない DCGK の条項の平均数は 5.8 項目
と非常に少ないことが報告されている（von Werder et al., 2005, pp.180-182）。 
3 調査結果は、かなり多くの企業からの回答に基づいている。例として、2009 年の調査結
果は 500 社の犯罪防止担当役員、2011 年の調査結果は 830 社の犯罪防止担当役員の回答に







7 ダイムラーの事例については、the United States District Court for the District of 
Columbia (2010) Case 1:10-cr-00063-RJL Document 1 を参照のこと。 
8 アリアンツの事例については、SEC (2012) を参照のこと。 
9 Daimler ホームページ、
http://www.daimler.com/dccom/0-5-992580-1-998634-1-0-0-0-0-1-8-7145-0-0-0-0-0-0-0.ht
ml, 2012 年 7 月 20 日アクセス。 
10 シーメンスでは、労働者側代表取締役と資本側代表取締役からそれぞれ一名が取締役会
副会長に就任しており、前者を第一副会長（first deputy chairman）、後者を第二副会長
（second deputy chairman）と区別している。 
11 この調査については、第 10 章で詳細に分析する。 
12 イギリスは FTSE350 社に対して、フランスは支配株主のいない企業に対して、取締役
の半数以上を独立取締役とすることが要求されている。ただし、イギリスの場合には、会
長を除く取締役の半数以上だが、会長に対しても独立性を満たすことが求められている。
アメリカ、イギリス、フランス、各国の取締役会については、それぞれ、第 5 章、第 7 章、
第 9 章を参照のこと。 
13 もっとも、監査委員会に関しては、最低限委員長のみ元執行役の就任には 2 年間の冷却
期間が必要と規定されている（DCGK§5.3.2）。 
14 ヨーロッパにおける労働者側代表執行役の独立性の規定については、第 10 章で具体的に
検討する。 
























第1節  フランスのコンプライアンス・企業倫理に関する法規制 
第1項  フランス国外の法規制 
 フランスのコンプライアンス（conformité）・企業倫理（l'éthique des affaires）への取
り組みは、外国公務員への贈収賄規制や SOX 法など英米を中心とする諸外国の規制強化の













は当事者間の違反の自覚の有無に関係なく摘発の対象となるなど、2007 年、2011 年の 2
度にわたる改正を経て今日に至っている（OECD, 2012, pp.10-18）。 
フランスの外国公務員への贈賄の防止の推進政策は、1993 年に司法省内に設置された中










第2項  外国公務員贈賄罪の規制の緩さ 
フランスは、外国公務員贈賄罪の罰則の緩さを、OECD から批判されてきたものの、2000
年以降一度も改正せずに今日に至っている（OECD, 2012, pp.25-29）。フランスの外国公務
員贈賄罪の罰則の上限は、自然人が懲役 10 年および 15 万ユーロの罰金、法人が罰金 75 万
ユーロである。自然人の罰金の上限の 15 万ユーロは、自然人の企業資産横領の罰金の上限




下の年に設定されているほか、10 年超とするのはベルギー、ポーランド、イタリアの 3 カ
国しかない（梅田, 2011, 55-57 ページ）。また、自然人の罰金の上限においても、フランス
は、ベルギー、ノルウェー、アメリカに次いで 4 番目に高く（村田, 2012a, 14 ページ）、日
本と韓国は、それぞれ、300 万円（約 2 万 4,000 ユーロ）と 2,000 万ウォン（約 1 万 3,600
ユーロ）でフランスより低い。同様に、各国の法人の罰金の上限も、3 億円（約 241 万ユー
ロ）の日本や、200 万ドル（約 150 万ユーロ）のアメリカなど一部の国を除き、67 万ユー
ロのスウェーデンや 1,000 万ウォン（約 6,800 ユーロ）の韓国など、フランスより低い金
額を設定している国は少なくない（梅田, 2011, 59-62 ページ; 村田, 2012a, 14-15 ページ）。 
フランスの外国公務員贈賄規制の問題は、規制の内容よりもむしろ、その運用の実態に
あると思われる。フランスでは、外国公務員贈賄規制が導入された 2000 年から 2007 年に
かけての外国公務員贈賄罪の有罪判決は 0 件で、2008 年から 2012 年までに下された有罪
判決も 5 件しかない3。さらに、これら 5 件のうち 3 件は自然人に対する判決であることに
加えて、執行猶予付きの懲役や罰金 1 万ユーロといった最低レベルの罰則であったほか、
当局による調査も非常に表面的なもので、企業の責任を問うところにまでは至らなかった。
法人に対して初めて有罪判決が下されたのは、2012 年 9 月と極めて最近のことである。 
 
第2節  フランスの内部通報規制の推移と現状 
第1項  フランスにおける内部通報規制改革の背景と推移 


















（Compagnie Européenne d'Accumulateur、以下、CEAC という）は、2004 年 7 月にア
メリカ親会社エキサイド・テクノロジーズ（Exide Technologies）が SOX 法を遵守するた
めに設置していた内部通報制度の設置を自社でも設置しようと CNIL に申請したところ、
翌年却下されている。また、マクドナルドのフランス支社マクドナルド・フランス
（McDonald’s France）も、2005 年 1 月に親会社が導入していた内部通報制度の設置を自
社でも設置しようと CNIL に申請したものの、同じく翌年却下されている。 






















第2項  オトリザシオン・ユニーク AU-004の内容と特徴 
 オトリザシオン・ユニーク AU-004（本項では以下、決議という）は、以下の 12 条から
構成されている5。なお、先述したように、12 条に則った内部通報制度は通知のみで設置が
可能だが、そうでない内部通報制度においても、第 11 条に規定されているように CNIL の
事前認可を得ることができれば設置が可能である。なお、この認可は過去の記録に基づい
てケースバイケースで判断される。 
 第 1 条：取り扱いの目的について 
 第 2 条：内部通報者自身の身元確認情報の取り扱いについて 
 第 3 条：収集される個人情報の種類について 
 第 4 条：個人情報の受取人について 
 第 5 条：EU 外部への個人情報の転送について 
 第 6 条：個人情報の保管期間について 
 第 7 条：安全対策について 
 第 8 条：内部通報制度の潜在的利用者への事前の連絡事項について 
 第 9 条：内部通報制度の告発対象となる人物の情報について 
 第 10 条：情報へのアクセス及び修正の権利の尊重について 
 第 11 条：第 1～10 条までの規定に従わない内部通報制度の設置には CNIL の事前認可が
必要である。 
第 12 条：この決議は、フランス共和国官報（Journal officiel de la République française）
に公示される。 







2010 年の改正前は、①会社の重大な利益（l’intérêt vital de l’entreprise）と②従業員個
人の肉体的または道徳的インテグリティ（l’intégrité physique ou morale de ses employés）
に関する内部通報は、認められうるとされていた6。だが、フランスの最高裁判所である破

















































第4節  フランス企業の倫理・コンプライアンス・プログラムの現状 





る（Simard et Morency, 2002）。実際、フランスでは、倫理憲章の名称に、ルノ （ーRenault）
のディオントロジー綱領（Code de déontologie）や電力公社ハイドロ・ケベック







人の価値観や判断に基づく比較的主観的な倫理とも異なる概念である（Simard et Morency, 
2002）。 
もっとも、企業の実践においては、倫理とディオントロジーは区別されずに用いられて
いることが少なくないようである。2011 年の CAC40 社の倫理憲章の名称は、行動規範 21％、
倫理綱領（codes éthiques）18%、倫理憲章 18%の 3 つに大別できるが、ディオントロジー
をタイトルに含むものも、ディオントロジー綱領（code de déontologie）6 %とディオント















比率 31%よりも高いことが明らかにされている（Medina, 2009, p.15）。 
 しかし、この調査は、回答率が 20%であることなども踏まえると、倫理・コンプライア
ンス・プログラムの導入に否定的な企業はほとんど回答していないのではないかとの疑問
が生じる。世界四大会計事務所の 1 つアーンスト・アンド・ヤング社（Ernst & Young）は、
これまで CAC40 社を含む SBF120 社全社10（ただし、外資系は除く11）に、これら以外の
株式時価総額（la capitalization boursière）5,000 万ユーロ超のフランス企業（以下、





 規模 2012 2013 
倫理、ディオントロジー憲章、行動規範 
（d’une charte éthique /code de conduit / 
déontologique） 
CAC40 92.3 100 
SBF120 73.8 85 
Midcaps 41.7 52 
倫理、ディオントロジー、コンプライアンス担当者 
（d’une fonction déontologie / éthique /  conformité 
dédiée） 
CAC40 53.8 83 
SBF120 30.0 33 
Midcaps 3.3 8 
倫理通報制度（内部通報制度、相談窓口を含む） 
（d’une « ligne d’alerte éthique » dédiée） 
CAC40 25.6 55 
SBF120 11.3 21 
Midcaps 0.0 5 
倫理、ディオントロジー、コンプライアンスの監査制度 
（d’un plan d’audit interne dédié à la déontologie/é 
thique/c ompliance） 
CAC40 2.6 18 
SBF120 2.5 3 
Midcaps 0.0 2 
出典：2012 年のデータは Ernst & Young, 2012, p.29、2013 年のデータは Ernst & Young, 




プライスウォーターハウス・クーパースの調査では、2009 年の SBF120 社の各制度の設置
状況は、倫理憲章 86.1%、倫理担当者 46.5%、取締役会に直接つながる内部通報制度 31%
であった。これに対し、図表 9-1 に示した 2012 年の SBF120 社における①倫理、ディオン
トロジー憲章、行動規範、②倫理、ディオントロジー、コンプライアンス担当者、③倫理
通報制度の設置率は、それぞれ 73.8%、30%、11.3%であった。 




規範のいずれかを導入している企業の比率は、CAC40 社が 100%、SBF120 社が 85%、
Midcaps が 52%であった。次に、2013 年の倫理、ディオントロジー、コンプライアンス
担当者の導入率も、CAC40 社が 83%、SBF120 社が 33%、Midcaps が 8%であった。そし
て、2013 年の倫理通報制度の設置率も、CAC40 社が 55%、SBF120 社が 21%、Midcaps が










 また、図表 9-1 に示した 4 つの制度のうち、3 つ全ての企業の種類において導入比率が最
も高いのは倫理憲章であった。2013 年の CAC40 社の各制度の導入率は、倫理憲章、ディ
オントロジー憲章、行動規範が 100%、倫理、ディオントロジー、コンプライアンス担当者
が 83%、倫理通報制度が 25.6%、倫理、ディオントロジー、コンプライアンスの監査が 18%
であった。同様に、SBF120 社の各制度の導入率は、倫理憲章、ディオントロジー憲章、行
動規範が 85%、倫理、ディオントロジー、コンプライアンス担当者が 33%、倫理通報制度










なお、CAC40 社の倫理憲章の内容の上位は、環境保護（respect de l’environnement）
100%、仕事・人材育成（travail et développement personnel）90%、商取引 81%、競争
78%、腐敗 78%、健康・安全 78%、サプライヤーの質（qualité fournisseurs）75%、株主




平均は 16 ページだが、1 ページだけのものから 63 ページもあるものまで様々であった。 
 
2. フランス企業の倫理・コンプライアンス・プログラムの導入の課題 
 図表 9-1 より、フランス企業における倫理・コンプライアンス・プログラムの導入は、
2012 年と 2013 年の 1 年間で確実に増加している。CAC40 社、SBF120 社、Midcaps の全
てにおいて、各制度の導入比率は、2013 年の値が 2012 年の値を上回っている。とりわけ、
内部通報制度や相談窓口等を含む倫理通報制度の導入率は、2012年から 2013年にかけて、
CAC40 社で 25.6%から 55%へ、SBF120 社で 11.3%から 21%へ、Midcaps で 0%から 5%
へと、それぞれ 2 倍近く増加している。 
 とはいえ、SBF120 社の内部通報制度の設置率が 2 割程度であるというのは、イギリスや
アメリカの上場企業や大企業と比べて非常に遅れている現状にある 13。イギリスの
FTSE350社における 2010 年の内部通報経路の設置率は 100%（Webley et al., 2011, p.19）





ンプライアンスの監査制度の導入率は、CAC40 社 18%、SBF120 社 3%、Midcaps2%と






第5節  フランス企業の経営者の権力と監督機関 
第1項  経営者と倫理担当者の関係 
 フランスでは、アメリカ同様、倫理担当者はオフィサーであり、経営者が倫理担当者を
任命している（Larue, 2007, p.25）。また、2011 年のフランス取締役協会の会員調査によ
れば、倫理担当者は、経営者と接触するだけで、取締役会の会合には参加しないとの回答
が大半（調査対象 190 人、回答率 21%）であった（IFA, 2012, p.1）。このように、フラン
スの経営者と倫理担当者の上下関係は、アメリカと同等かそれ以上であることが伺える。 
 フランスでは、企業倫理の執行責任者は、倫理担当者ではなく取締役会会長兼最高経営
責任者（président-directeur general, 以下、PDG という）であるとの見方が以前から支配
的である。SBF120 社のうち、企業倫理の責任者が経営者（management）との回答は 45.9%







と上述のヨーロッパ 16 カ国の大企業 9.4%と比べて 2 倍以上高かった。この背景には、フ
ランスでは、PDG が経営と監視を担い、取締役を選任するなど（黒川, 2010）、PDG によ
る取締役会の形骸化が長年問題視されてきたことがあると思われる。2010 年時点で、CAC 
40 社のうち業務執行者または元・現 CEO が会長を務めている比率は未だ 72%と 7 割に上





















第2項  取締役会の独立性 
フランスでは、PDG の分離が最大の問題ではあるものの、独立取締役の導入はある程度
進行している。2010 年の独立取締役がいない企業の比率も、CAC40 社 0％、SBF120 社









④ 当該企業の持ち株比率が 10%超の株主（取締役会の判断に基づく）16 
⑤ 当該企業の従業員・役員（過去 5 年間）が役員を務める企業の役員 
⑥ 親会社・連結対象会社（過去 5 年間） 
⑦ 過去 5 年間において当該企業の監査人であった者 
⑧ 当該企業の役員と緊密な家族関係にある者 





とされ、これらの 3 つの委員会のメンバーに業務執行者はなれないとされている。 
だが、現状として、AFEP-MEDEF code（2013 年改訂版）では、イギリスやアメリカと
は異なり、取締役会に対して取締役の独立性評価に関する大幅な裁量が認められている。










& Struggles, 2011, p.41）、CAC40 社でさえ取締役会の独立性が非常に乏しいことが報告さ
れている。 
また、フランスの企業統治規範の独立取締役の比率に関する規制の遵守率は、それほど
高くはない現状にある。図表 9-2 は、AFEP-MEDEF code で要求されている独立取締役の
比率とその CAC40 社と SBF120 社における遵守状況をまとめたものである。 
SBF120社のうち遵守率が 90%を超えた項目は 1つもない。また、CAC40社においても、
報酬委員会を除き、遵守率が 2010 会計年度と 2011 会計年度の 2 年連続で 90%を超えたの






図表 9-2：AFEP-MEDEF codeが要求する独立取締役の比率と遵守率 
 比率 遵守率（%） 
CAC40 社 SBF120 社 
2010 会計年度 2011 会計年度 2010会計年度 2011 会計年度 
取締役会（支配株主無） 半数以上 86 79 75 76 
取締役会（支配株主有） 1/3 以上 63 57 71 74 
監査委員会 2/3 以上 75 75 67 66 
報酬委員会 過半数 97 92 84 85 
指名委員会 過半数 92 86 81 82 
注：支配株主の有無は商法第 L. 233-3 条で示された複数の基準に基づいて判断される。例
として、そこでは、50%超の議決権を有する株主が存在したり、40%超の議決権を有する株
主が 1 人だけであったりする企業は、筆頭株主に支配されているとされている。 
出所：AFEP & MEDEF (2012) 4th Annual Report on the AFEP-MEDEF code Financial 
Year 2011 のデータを基に筆者作成。 
 
 このような中で、2010 年の CAC40 社における独立取締役の比率は、取締役会 40%（ヨ
ーロッパ平均 43%）（Heidrick & Struggles, 2011, p.42）、監査委員会 47%（同 62%）、報
酬委員会 46%（同 56%）、指名委員会 41%（同 56%）であり（Heidrick & Struggles,2011, 
p.44）、AFEP-MEDEF code で要求されている比率を全て下回っている現状にある。 
その他に、独立性の基準の内容に関しても、いくつかの疑問点がある。フランスでは 12
年間を超えて当該企業の役員を務めたことがある者は独立取締役になることができないと

















第3項  監査委員会と倫理委員会の現状 
アメリカ、イギリス、ドイツと同じく、フランスでも監査委員会は倫理委員会よりも設
置率がはるかに高い。2010 年の CAC40 社の監査委員会の設置率は 100%（ヨーロッパ平
均 98%）、報酬委員会 98%（同 90%）、指名委員会 95%（同 71%）、企業統治委員会 38%（同
21%）であった（Heidrick & Struggles, 2011, p.18）。他方、CAC40 社の倫理・社会責任
委員会の設置率は、2005 年の 5%（Heidrick & Struggles, 2005, p.20）から 2010 年の 20%
（ヨーロッパ平均 12%）へと急速に増加しているものの（Heidrick & Struggles, 2011, 
p.18）、監査委員会よりも著しく低い現状に変わりはない。なお、2011 年の倫理・ガバナン
ス委員会の設置率は、CAC40 社 27％、SBF120 社 7%、Midcaps4%との調査データもある









































1 なお、2010 年には、NYSE に上場していたテクニップ（Technip S. A.）が、アメリカで、
海外腐敗行為防止法違反の罪に問われ、刑事罰金 2 億 4,000 万ドルと民事課徴金 9,800 万
ドルの支払いに合意している。この不祥事では、テクニップ、スナムプロゲッティ、ケロ
ッグ社（現KBR）、日揮の 4社が設立したジョイント・ベンチャー国際コンソーシアム（TKSJ）
が、ナイジェリアのボニー島にある液化天然ガス施設の受注に当たって、1 億 8,000 万ドル
を超える賄賂をナイジェリアの政府役人に支払っていたことが、海外腐敗行為防止法違反
としてみなされた。 
2 SCPC ホームページ, 2012 年 12 月 25 日アクセス。 
http://www.justice.gouv.fr/art_pix/pr%E9sentation%20courte%20du%20SCPC%20_fran
%E7ais_.pdf. 
3 この段落の内容は OECD, 2012, pp.8-9 を参照のこと。 
4 以下の 3 つの事例については、以下の文献を主に参考のこと。石田信平（2010）「アメリ
カ SOX 法の内部通報制度と EU 個人情報保護原則の衝突」『比較法文化』第 18 号, 179-181
ページ。 
5 オトリザシオン・ユニーク AU-004 の内容については、以下を参照のこと。CNIL ホーム
ページ, Autorisation unique n° AU-004 - Délibération n°2005-305 du 8 décembre 2005 
portant autorisation unique de traitements automatisés de données à caractère 
personnel mis en œuvre dans le cadre de dispositifs d'alerte professionnelle, 
http://www.cnil.fr/documentation/deliberations/deliberation/delib/83/, 2013 年 9 月 28 日
アクセス。 
6 Des faits qui ne se rapportent pas à ces domaines peuvent toutefois être communiqués 
aux personnes compétentes de l'organisme concerné lorsque l'intérêt vital de cet 
organisme ou l'intégrité physique ou morale de ses employés est en jeu. フランス政府の
ウェブサイト Légifrance より入手, 
http://www.legifrance.gouv.fr/affichTexte.do?cidTexte=JORFTEXT000000264462&dateT
exte=&categorieLien=id, 2013 年 8 月 16 日アクセス。 
7 ダッソー・システムズ社のケースについては、以下を参照のこと。CNIL ホームページ, 
Alertes professionnelles : la CNIL clarifie son autorisation unique n°AU-004, 
http://www.cnil.fr/linstitution/actualite/article/article/alertes-professionnelles-la-cnil-cla
rifie-son-autorisation-unique-nau-004/, 2013 年 8 月 16 日アクセス、ヴォルタース・クル
ーワーのウェブサイト WK-RH, La Cour de cassation juge illégale l'alerte professionnelle 









9 CNIL HP, ANNEXE:Document d'orientation adopté par la Commission le 10 
novembre 2005 pour la mise en œuvre de dispositifs d'alerte professionnelle conformes à 
la loi du 6 janvier 1978 modifiée en août 2004, relative à l'informatique, aux fichiers et 
aux libertés, http://www.cnil.fr/en-savoir-plus/deliberations/deliberation/delib/83/.  
10 2013 年の調査のフランス企業の標本数は SBF120 社の全企業と Midcaps60 社の計 180
社であった（Ernst & Young, 2013, p.4）。 
11 たとえば、2012 年度の調査では、SBF120 社にイタリア系の外資系企業が 1 社含まれて
いたため、SBF120 社の標本数はこれを除く 119 社であった（Ernst & Young, 2012, p.2）。 
12 2011年の調査では 2011年 4月 30日時点、2013年の調査では 2013年 3月 31日時点で、
株式時価総額が 5,000 万ユーロを超えていた企業であった（Ernst & Young, 2011, p.7; 
Ernst & Young, 2013, p.4）。 
13 なお、2012 年 2 月 24 日時点で、オトリザシオン・ユニーク AU-004 を遵守している内
部通報制度を設置している組織数は 2109 に上る（CNIL, 2012, p.55）。 
14 本段落の事例も含め、内部通報者に対する報復は、以下に詳しい。Ondine, M. “La 
solitude de l'incorruptible,” 5 juillet 2004, Libération, 
http://www.liberation.fr/economie/0101494692-la-solitude-de-l-incorruptible.  
15 上場企業に対して AFEP-MEDEF code の「遵守せよ、さもなくば説明せよの原則」の遵
守が義務付けられたのは2006年のEU指令の国内法化以降の 2008年会計年度からであり、
それ以前は上場企業においても理由を説明せずにこれを遵守しないことが可能であった
（Internal Market and Services, 2009b, p.102）。 
16 持ち株比率が 10%超の株主の独立性は、取締役会の判断に基づいて企業が判断すること
とされている（§9.5.） 
17 ここでいう「支配」は，商法第L. 233-3条の定義に従うとされている（AFEP-MEDEF code
（2013 年改訂版）, §9.2, Footnote no.7）。例として、商法第 L. 233-3 条では、50%超の
議決権を有する株主が存在したり、40%超の議決権を有する株主が 1 人だけであったりす












て分析する。なお、EU 加盟国は 2013 年 7 月にクロアチアが加盟し 28 カ国となったもの
の、本章が分析する EU のデータは全てクロアチア加盟以前の 27 カ国のデータである。 
 
第1節  ヨーロッパの取締役会改革の推移 







書である。同報告書の策定以降、EU 加盟国で 1991 年から 1997 年にかけて策定された規
範の数は 10 に上り、その後、1998 年 7 つ、1999 年 7 つ、2000 年 6 つと急速に増加した













この原則は、2006 年の EU 指令により、EU 加盟国に上場企業を対象とした企業統治規範 
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図表 10-１：ギリシャを除く EU各国の包括的な企業統治規範（2008年 9月時点） 
国名 策定年 発行主体 原則 改正
回数 
イギリス 1998 UK Financial Reporting Council ○ 3 
チェコ 2001 Czech National Bank × 1 
デンマーク 2001 Committee on Corporate Governance ○ 2 
マルタ 2001 Malta Stock Exchange ○ 2 
オーストリア 2002 Austrian Working Group on Corporate Governance ○ 4 
キプロス 2002 Cyprus Stock Exchange ○ 3 
フランス 2002 AFEP - MEDEF ○ 4 
ドイツ 2002 Government Commission on Corporate Governance Code ○ 6 
ポーランド 2002 Warsaw Stock Exchange ○ 1 
スロバキア 2002 Central European Corporate Governance Association ○ 1 
オランダ 2003 Corporate Governance Committee ○ 1 
アイルランド 2003 UK Financial Reporting Council ○ 3 
ベルギー 2004 Belgian Corporate Governance Committee ○ 1 
フィンランド 2004 the Securities Market Association ○ 2 
ハンガリー 2004 Budapest Stock Exchange ○ 1 
リトアニア 2004 NASDAQ OMX × 1 
スロベニア 2004 Ljubljana Stock Exchange ○ 2 
エストニア 2005 Tallinn Stock Exchange、Estonian Financial Supervision Authority ○ 0 
スウェーデン 2005 Swedish Corporate Governance Board ○ 1 
イタリア 2006 Milan Stock Exchange, ○ 2 
ラトヴィア 2006 Riga Stock and Exchange Commission ○ 1 
スペイン 2006 Spanish Securities Market Commission ○ 2 
ブルガリア 2007 Bulgarian Stock Exchange ○ N.A. 
ルクセンブルク 2007 Luxembourg Stock Exchange ○ 0 
ポルトガル 2007 Portuguese Securities Market Commission ○ 4 
ルーマニア 2008 Bucharest Stock Exchange ○ 1 
※リトアニアでは、義務ではないが勧告としては存在する。 
出典：策定年は Internal Market and Services, 2009a, p.23、改正回数は Internal Market 
and Services, 2009a, p.54、「遵守せよ、さもなくば説明せよの原則」は Internal Market and 
Services, 2009b を基に筆者作成。 
 




った（European Commission, 2002, p.70）。 





and Services, 2009b, p.64）、チェコとは少し状況が異なっている。 
 
第2項  ヨーロッパの取締役会改革の進展 
ハイドリック・アンド・ストラグルス2の報告書3のデータを用いて、ヨーロッパの取締役
会改革の推移について示したのが図表 10-2 である4。 
 
図表 10-2：ヨーロッパの取締役会改革の推移 
 1999 2001 2003 2005 2007 2009 2010 
平均年間開催数 6.8 8.0 8.1 8.7 8.7 9.6 9.4 
平均構成員数 13.5 12.5 12.5 12.5 12.8 11.8 12.1 
平均年間報酬（€） 33,820 42,764 55,357 63,515 72,195 83,000 77,000 
独立非業務執行取締役の割合（%） 37 43 48 50 54 45 43 
外国人取締役の割合（%） N.A. 14 17 16 18 23 24 
女性取締役の割合（%） N.A. 5.0 6.1 7.3 8.4 10 12 
委員会の平均設置数 1.6 2.2 2.6 2.9 3.0 3.0 3.0 
委員会の平均年間開催数 N.A. N.A. 8.4 11.6 13.4 N.A. 約 15.5 
監査委員会の導入率（%） 56 66 80 94 98 94 98 
報酬委員会の導入率（%） 39 62 78 94 95 89 91 
指名委員会の導入率（%） 24 47 59 71 80 N.A. 71 
倫理・社会責任委員会の導入率（%） N.A. N.A. 7 7 13 N.A. 12 












第2節  ヨーロッパの取締役会内委員会の現状 
図表 10-3 は、欧米各国の取締役会内委員会の設置状況についてまとめたものである。 
 
図表 10-3：ヨーロッパ各国大企業の取締役会内委員会の現状（2010年） 
国名 平均数 設置割合（単位：%）（平均年間開催数） 
監査 報酬 指名 企業統治 倫理・社会責任 
ベルギー 3.0 100(5.5) 90(4) 95(3.5) 15 5 
フランス 3.4 100(6.5) 98(5) 95(4.5) 38 20 
ドイツ 4.5 97(5.5) 90(5) 93(1) 40 7 
イタリア 2.3 98(11.5) 95(5) 30(3.5) 13 0 
オランダ 3.2 100(5.5) 96(5) 96(4) 24 12 
ポルトガル 3.0 85(9) 100(3) 25(2.5) 60 20 
スペイン 2.9 100(8.5) 100(7) 100(7) 9 3 
スウェーデン 3.2 100(5.5) 93(5) 100(4.5) 4 0 
スイス 3.6 100(5.5) 100(5) 80(4.5) 60 10 
イギリス 3.9 100(5.5) 100(6.5) 100(4.5) 16 53 
オーストリア 2.7 100(3.5) 85(3.2) 70(3) 0 0 
デンマーク 2.3 95(4.5) 58(5) 11(4.5) 0 0 
フィンランド 2.2 96(5) 95(5) 58(4.5) 8 0 
ポーランド 2.2 89(7) 58(5) 16(0.5) 21 5 
ノルウェー 2.1 100(6.5) 75(5) 15(3) 10 10 
ヨーロッパ平均 3.0 98(6.5) 90(5) 71(4) 21 12 
出所： Heidrick & Struggles, 2011 のデータを基に筆者作成。 
 
 図表 10-3 より、各委員会の設置率のヨーロッパ平均は、監査委員会 98%、報酬委員会





スウェーデンでは、監査委員会の設置率が 1999 年の 8%から 2007 年の 93%へと急激に上
昇した（Heidrick & Struggles, 2007, p.32）。他方、デンマーク、ポーランドでは、企業統
治規範で取締役会内委員会の設置が要求されていないため5、報酬委員会と指名委員会の設
置率がヨーロッパ最低の水準にある。 
 とりわけ、ヨーロッパ平均の監査委員会の設置率が 98%と最も高いのは、2006 年の EU
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指令で監査委員会の設置の義務化が求められたこと（DIRECTIVE 2006/43/EC article 41）
が強く影響していると考えられる。他方、報酬委員会と指名委員会に関しては、それらの
構成や役割についての勧告はあるが、その設置を要求する規制は EU レベルでは存在しな
い現状にある（Internal Market and Services, 2009a, p.39）。 
なお、倫理・社会責任委員会の設置割合は、2003 年の 7%から 2010 年の 12%へと上昇






第3節  ヨーロッパの取締役会の独立性の現状 
第1項  取締役会の独立性に関する規制 
 ヨーロッパでは、2000 年代以降、各国で企業統治規範の策定が進んだにも関わらず、図
表 10-2 で示したように、取締役会の独立性はあまり改善されていない。欧州委員会は、2009
年に EU 加盟 27 カ国の企業統治改革の現状についての調査報告書を発行している。この報







盟国全体の 20%未満に留まる（Internal Market and Services, 2009a, p.33）。 
企業統治規範では、独立性の基準は、該当すれば独立しているとはみなされなくなる除
外条件をいくつか挙げ、その除外条件に 1 つも当てはまらない人物を独立しているとみな
すという形で規定されている。図表 10-4 は、EU 加盟 23 カ国の企業統治規範における以下
の 14 個の除外条件の規定状況について、欧州委員会の調査結果を整理したものである





























ーの 2 カ国だけである。残りの 18 カ国における冷却期間は 5 年が 12 カ国、3 年が 5 か国、
1 年がキプロスの 1 カ国となっている（Internal Market and Services, 2009a, p.35）。 
次に、当該企業・関連企業の従業員であることを除外条件として明記している国は 21 カ
国あるが、そのうち冷却期間を設けていない国は 5 か国に留まる。残りの 16 カ国における
冷却期間は 3 年が最も多い 9 か国、5 年が 7 か国である。また、当該企業・関連会社の現・
元外部監査人のパートナーまたは従業員であることを除外条件として明記している国は 17
カ国あるが、そのうち冷却期間を設けていない国は 2 カ国だけである。残りの 15 カ国のう
ち 13 カ国が冷却期間を 3 年と設定していた（Internal Market and Services, 2009a, p.35）。 
 さらに、当該企業・関連会社との緊密なビジネス関係にあることを除外条件として明記
している国は 22 カ国あるが、そのうち冷却期間を設定していない国は 10 か国と半数に満
たない現状にある。冷却期間の長さを明記している 9 カ国の冷却期間は、イギリスとアイ
ルランドが 3 年、オーストリア、エストニア、イタリア、ラトビア、リトアニア、ルクセ









（個） ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ 
オーストリア ○ ○ × × × ○ ○ ○ × ○ × × × × 6 
ベルギー ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × × 10 
チェコ × ○ × × × × × × × ○ × × × × 2 
キプロス ○ × × ○ ○ ○ ○ × × ○ × × × ○ 7 
デンマーク ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × ○ × × × ○ 8 
エストニア ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ × ○ × × 10 
フィンランド ○ ○ × ○ × ○ × × × × × × × × 4 
フランス ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × ○ 11 
イタリア ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × × 10 
ハンガリー ○ ○ × × × ○ × × × ○ × × × ○ 5 
ラトビア ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × × 10 
リトアニア ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × ○ 11 
ルクセンブルク ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ○ × 11 
マルタ × × × × × ○ × × × ○ × × × ○ 3 
オランダ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ × × × 10 
ポーランド ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ × 12 
ルーマニア ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × × 10 
スロベニア × ○ × × × ○ × × × ○ × × × × 3 
スロバキア ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ × × × ○ 10 
スペイン ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × × 11 
スウェーデン ○ ○ ○ × × ○ ○ ○ ○ ○ × × × × 8 
イギリス ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ × 12 
アイルランド ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ○ × 11 
合計（国） 20 21 15 17 16 22 17 14 14 22 1 5 4 7  
※資料として用いた欧州委員会のレポートでは、イギリスには⑫についての規定がないと
されているが、これは誤りであると思われる。実際にこのレポートの参考資料にも、イギ
リスの企業統治規範には、第 7 章第 4 節第 2 項で示したように「取締役の相互派遣関係に
ある企業または派遣先の企業の役員」が除外条件に含まれていることが記されている
（Internal Market and Services, 2009b, p.425）。 













ペインが 3%であった。また、冷却期間を規定する国は、5 年のフランスと 3 年のエストニ
アだけであった。 
次に、当該企業の支配株主または支配株主の業務執行役員を除外条件とする 16 カ国のう
ち、上限持ち株比率を規定する国は 9 カ国ある。この 9 カ国の上限持ち株比率は、デンマ
ークとリトアニアが過半数、ベルギー、フランス、ルクセンブルク、オランダ、ルーマニ
アが 10%、ポーランドが 5%、スペインが 3%であった。なお、冷却期間を規定する国は、





うち、期間の長さを年数のみで定めている国は 7 カ国、任期数のみで定めている国は 2 カ























定義されている（Heidrick & Struggles, 2011, p.41）。 
 
図表 10-5：ヨーロッパ各国の取締役会の独立性（2010年、単位％） 








執行 監査 報酬 指名 
ベルギー 32 47 48 45 15 10 25 
フランス 40 47 46 41 42 30 15 
ドイツ 21 22 18 29 0 60 17 
イタリア 48 86 79 69 7 10 10 
オランダ 75 79 79 74 4 4 72 
ポルトガル 30 67 20 53 25 25 25 
スペイン 33 48 44 44 71 11 6 
スウェーデン 40 56 45 67 0 26 22 
スイス 62 79 59 56 10 30 30 
イギリス 61 93 92 84 2 10 73 
オーストリア 36 36 38 39 0 5 45 
デンマーク 30 46 44 50 0 21 21 
フィンランド 72 82 75 65 0 25 50 
ポーランド 42 59 46 47 0 5 47 
ノルウェー 51 52 49 56 15 5 40 
ヨーロッパ平均 43 62 56 56 15 19 33 




業務執行取締役の割合も、監査委員会 79%、報酬委員会 79%、指名委員会 69%と非常に高
い。他方、イギリスも、取締役会に占める独立非業務執行取締役の比率は、フィンランド
の 72%、スイスの 62%に続く第 4 位の 61%にとどまるが、3 つの委員会に占める独立非業






















ッパでは、従業員の独立性を乏しいとする国がほとんどである。たとえば、2009 年 1 月現
在、EU 加盟国のうち、企業統治規範で従業員は独立性が乏しいと規定している国は、キプ
ロス、マルタ、ブルダリア、ドイツ、ポルトガル、ギリシャを除く 21 カ国である（Internal 










15%であり（図表 10-5）、会長と CEO の分離がかなり進展している現状にある。たとえば、
2011 年のアメリカ大企業 100 社における会長兼 CEO の比率は 66%である（Korn/Ferry 
Institute, 2012, p.48）。他方、ヨーロッパでは、アメリカより会長兼 CEO の比率が高い 71%
のスペインと 42%のフランスを除き、全ての国が 0～25%の間である。 
会長と CEO の分離率が 100%の国は、ドイツ、スウェーデン、オーストリア、デンマー
134 
 
ク、フィンランド、ポーランドの 6 カ国である。これらの 6 カ国が 100%なのは、ドイツと
オーストリアは完全な二層型の取締役会を採用していることや、フィンランドは企業統治
規範で、デンマークは法律で会長と CEO の分離が要求されていることが強く影響している
と思われる11。とはいえ、CEO と会長を完全に分離していても、元 CEO が会長に就任して
いるケースは少なくない。元 CEO が取締役会会長に就任している比率は、スウェーデンや





















1 Directive 2006/46/EC of the European Parliament and of the Council of 14 June 2006, 






けている。ハイドリック・アンド・ストラグルスは世界 71 カ所に拠点を持ち、約 1,500 名
もの専門スタッフを擁している。同社の概容については、同社ホームページ、
http://www.heidrick.co.jp/page/2/, 2013 年 5 月 12 日アクセスを参照のこと。 
3 同報告書は、ヨーロッパ大企業の企業統治の現状を国際比較した報告書であり、1999 年
以降 2 年ごとに定期的に発行されてきた。この報告書のデータは、欧州委員会の報告書の
ほか、様々な論文・報告書などで引用されている（e.g., European Commission, 2002; 









上位 50 社（イギリス）であった。 
5 2001 年に策定されたポーランドの規範には、取締役会内委員会についての規定がない。
The World Bank Group. Reports on the Observance of Standards & Codes：Poland, 2012
年 9 月 27 日アクセス, http://www.worldbank.org/ifa/rosc_cg_poland.html#5。デンマー
クのノルビー委員会も取締役会内委員会に設置を強く要求していない。European 
Corporate Governance Institute, 2001, p.13.  
6 アメリカのフォーチュン 1000 社を対象とした調査では、会社責任委員会の設置状況が
1995年から 2007年にかけて 20%前後を上下している（Korn/Ferry Institute, 2008, p.18）。 
7 EU 加盟各国の独立性の定義と比率については、以下を参照のこと。Internal Market and 
Services, 2009a, pp.33-36. 
8 フランスの冷却期間は 5 年と記載されているため、注で示したレポートでは 9 カ国ではな









The 2009 Belgian Code on Corporate Governance, Appendix A, 2.4./1. 6) 
http://www.ecgi.org/codes/documents/cg_code_belgium_12mar2009_en.pdf.  
Dutch Corporate Governance Code, III.2.2, c) 
http://commissiecorporategovernance.nl/download/?id=606.  
ANNEX II Profile of Independent Non-executive or Supervisory Directors, 1. (e) 
http://eur-lex.europa.eu/LexUriServ/LexUriServ.do?uri=OJ:L:2005:052:0051:0063:EN:P
DF. 全て 2013 年 10 月 28 日アクセス。 
9 期間の長さを年数のみで定めている国の年数は、スロバキアが最も長い 15 年で、フラン
ス、リトアニア、ルクセンブルク、スウェーデンが 12 年、エストニアとラトビアが 10 年
であった。次に、任期数のみで定めている国の任期数は、ベルギーとルーマニアともに 3
期であった。最後に、年数と任期数の両方で定めている国の年数・任期は、それぞれイタ
リアが 9 年・3 期、ポーランドが 12 年・3 期、スペインが 12 年・2 期、イギリスとアイル
ランドが 9 年・3 期であった（Internal Market and Services, 2009a, p.36）。 










第 11章 米英独仏の倫理・コンプライアンス・プログラムの共通点と相違点 
 
はじめに 






ることを示す必要がある（本研究の第 1 の課題）。 



































の防止に関する条約」は、OECD 加盟 38 カ国に対し、外国公務員への贈賄禁止規制の整備・








る。これに対し、フランスは、外国公務員贈賄規制が導入された 2000 年から 2007 年にか
けての外国公務員贈賄罪の有罪判決は 0 件で、企業に有罪判決が初めて下されたのは 2012




























第2節  共通点②：倫理・コンプライアンス・プログラムの普及の傾向性 




 第 1 の共通点は、大企業と上場企業を中心に倫理・コンプライアンス・プログラムの普




 アメリカ企業 4,683 社 
（2011 年） 
フォーチュン 500 社 
（2012 年） 
差 
倫理綱領 82 96 14 
倫理研修 76 91 15 
相談窓口 68 90 22 
匿名の報告制度 77 91 14 
倫理評価 67 81 14 
懲罰制度 85 92 7 
6 つの要素全てを導入 41 60 19 
出典：ERC, 2012b, p.6. 
  
 図表 11-1 より、倫理綱領、倫理研修、相談窓口、匿名の報告制度、倫理評価、懲罰制度
を導入する企業の比率は、全米平均が 41%に留まるのに対して、フォーチュン 500 社は 6
割にも上る。また、フォーチュン 500 社のこれら 6 つの各制度の個別の導入率も、ほぼす






 イギリスにおいても、倫理綱領の策定率は、FTSE100 社では 2010 年 80%だが、イギリ
ス企業全体（回答者数 791 人）では 2008 年 66%であった。倫理研修と内部通報制度の導
入率は、2007 年の FTSE350 社においてはそれぞれ約 72%と 96%であったのに対し、イギ
リス企業全体の倫理研修と匿名のホットラインの 2008 年の平均導入率はそれぞれ 55%と
49%に留まっている2。 
 また、フランスにおける 2013 年の倫理・コンプライアンス・プログラムの導入率も、①
CAC40 社、②SBF120 社、③株式時価総額が 5000 万ユーロを超える Midcaps の順に高い
現状にある。倫理憲章、ディオントロジー憲章、行動規範のいずれかを導入している企業
の比率は、CAC40 社が 100%、SBF120 社が 85%、Midcaps が 52%であった。次に、2013
年の倫理、ディオントロジー、コンプライアンス担当者の導入率も、CAC40 社が 83%、
SBF120 社が 33%、Midcaps が 8%であった。そして、2013 年の倫理通報制度の設置率も、




















第2項  倫理綱領を中心とした普及 

















調査年 2011 2008 2011 2012 
倫理綱領 82 66 82 73.8 
倫理研修 76 55 42 N.A. 
相談窓口 68 49 49 
11.3 
内部通報制度 77 54 41 
倫理評価 67 N.A. N.A. 2.5 
懲罰制度 85 N.A. N.A. N.A. 
運営担当者 N.A. N.A. 44 30.0 
出所：アメリカは ERC, 2012a, p.48、イギリスは Webley & Werner, 2009, p.32、ドイツは























第3項  コンプライアンス中心の運営と監督 


















 アメリカ イギリス フランス ドイツ ヨーロッパ 15 カ国
の大企業の平均 対象 フォーチュン 1000 社 FTSE50 社 CAC40 社 DAX30 社 
調査年 2008 年 2010 年 2010 年 2010 年 2010 年 
倫理・社会責任
委員会 
※17 53 20 7 12 
監査委員会 100 100 100 97 98 
※アメリカのみ会社責任委員会のデータ。 



















第3節  2つの相違点：倫理・コンプライアンス・プログラムの普及の推移と程度 




導入が急速に進展した。たとえば、フォーチュン 1000 社を対象とした 1994 年の調査によ
れば、倫理綱領の設置率はほぼ 100%であり、各年の設置率は 1993 年が最多であった。ま
た、エシックス・オフィスを設置している企業は 30%であったが、その内、それを 1990
年代以降に設置した企業は 63%に上り（Weaver et al., 1999a, pp.286-288）、EOA 会員に
おいても連邦量刑ガイドラインの 1991 年の改正以降に CECO を設置した企業は 9 割を超





ギリスの大企業 FTSE350 社における倫理綱領と内部通報制度の導入率は、2010 年時点で
それぞれ 69%と 100%に達しているものの、1995 年時点では 46%と 66%に留まっている。
同じく、FTSE350 社の倫理研修の導入率も、2010 年は 60%であるが、1998 年時点では約
47%に留まっている（Webley et al., 2011, pp.8-19）。 
他方、ヨーロッパ大陸国であるドイツとフランスは、イギリスよりも遅い 2000 年代以降
に導入が開始された。ドイツでは、倫理ガイドラインの設置率は 2005 年の時点で 69%とか
なりの企業で導入されていた（PricewaterhouseCoopers, 2011b, S.54）。しかし、相談窓口、
内部通報制度、コンプライアンス研修の導入率は、2011 年にそれぞれ 49%、41%、42%と
4 割を超えているものの（PricewaterhouseCoopers, 2011b, S.54）、2005 年時点でさえそ







は、2002 年の SOX 法の制定以降である。筆者が確認できた限りでは、倫理憲章と内部通
報以外の制度も含めた倫理・コンプライアンス・プログラムの導入状況が調査され始めた
のは、2010 年代以降である。そして、この 2010 年代以降の調査では、CAC40 社では、2012
年から 2013 年にかけての 1 年間で、倫理、ディオントロジー、コンプライアンス担当者の




第2項  相違点②：普及の程度 
各国で倫理・コンプライアンス・プログラムの普及の始まりの早さに違いがある中で、
プログラムの導入状況にも、各国で差がみられる。図表 11-2 より、アメリカは倫理綱領が
ドイツと同じ 82%であるのを除き、どのプログラムの構成要素もそのほかの 3 カ国より 10
～20%以上高い現状にある。他方、フランスは、プログラムの導入に対する否定論が大半を
占めている中で、倫理綱領以外の制度の設置率、とりわけ内部通報制度の設置率がそのほ
かの 3 カ国と比べて非常に低い現状にある。 
図表 11-2 ではフランスだけが唯一上場企業のみのデータであるが、アメリカのフォーチ
ュン 500 社とイギリスの FTSE350 社のデータと比較しても、フランスの遅れは明白であ
る。フォーチュン 500 社の匿名の内部通報制度の設置率が 91%（ERC, 2012b, p.6）、イギ
リスの FTSE350社における 2010 年の内部通報経路の設置率は 100%（Webley et al., 2011, 
p.19）に上るのに対し、フランスの SBF120 社の 2012 年の倫理通報制度の設置率は 11.3%
と 10 分の 1 程度にすぎない。2013 年の SBF120 社の倫理通報制度の設置率は 21%と前年
の約 2 倍に増えているものの（Ernst & Young, 2013, p.22）、それでも英米の大規模ないし
大規模上場企業の 5 分の 1 程度に留まっている。 
 
おわりに 
























視する形で実践がされている」との第 1 の推論は事実であるといえよう。 
 なお、コンプライアンスを中心に行われていること以外にも、各国の倫理・コンプライ
































1 イギリスの FTSE100 社はロンドン証券取引所上場企業株価指数上位 100 社で構成され、
FTSE350 社は FTSE100 社を含めたロンドン証券取引所上場企業株価指数上位 350 社で構
成されている。また、フランスの CAC40 社は、ユーロネクスト・パリ上場企業特定銘柄
40 社株価指数 CAC40 の構成企業のことであり、SBF120 社は CAC40 社を含むユーロネク
スト・パリ上場企業特定銘柄 120 社株価指数 SBF120 の構成企業のことを指す。 
2 イギリス企業全体のデータは Webley & Werner, 2009, p.32 より、FTSE100 社と
FTSE350 社のデータは Webley et al., 2011, pp.8-19 よりそれぞれ引用。 
3 DAX30 社、DAX100 社、DAX200 社など、企業規模別の倫理・コンプライアンス・プロ
グラムの導入状況に関するデータの収集は今後の課題である。DAX（Deutscher 
Aktienindex）30社はフランクフルト証券取引所上場企業株価指数上位30社で構成、MDAX
（Mid-Cap-DAX）は DAX30 社に次ぐフランクフルト証券取引所上場企業株価指数上位 31
位から 80 位までの企業 50 社で構成、SDAX（Small-Cap-DAX）は MDAX に次ぐフラン
クフルト証券取引所上場企業株価指数上位 81 位から 130 位までの 50 社で構成される。 
4 フランス企業の倫理・コンプライアンス・プログラムの導入状況のデータは、2012 年の





第 12章 倫理・コンプライアンス・プログラムの運営担当者、監督機関、経営者の関係 
 
はじめに 
























































































第2節  欧米各国の独立取締役の導入の現状と課題 








 アメリカでは、ニューヨーク証券取引所（New York Stock Exchange、以下、NYSE と













アメリカとは異なりその達成は義務ではない。第 10 章で分析した通り、2009 年時点では、




































図表 12-1：欧米 4カ国の独立取締役の比率・人数の規制と実際（2010年） 

























2 名以上 61% 十分な数 21% 半数以
上 
1/3 以上 40% 
監査委員会 全員 3 名以上 2 名以上 93% 委員長のみ 22% 2/3 以上 47% 
報酬委員会 全員 3 名以上 2 名以上 92% 特になし 18% 過半数 46% 
指名委員会 全員 過半数 84% 特になし 29% 過半数 41% 
※ただし、取締役会会長に対しても、独立取締役であることが求められている（イギリス
企業統治規範§A3.1）。 
※※フランスの支配株主の有無：商法第 L. 233-3 条で示された基準に基づいて判断される。 
出典：各上場規則と企業統治規範の内容を基に、そしてヨーロッパ 3 カ国のデータは
Heidrick & Struggles, 2011, pp.42-44 から引用して筆者作成。 
 
 しかしながら、図表 12-1 で示したデータでは、フランスの独立取締役の比率は、取締役
会、監査委員会、報酬委員会、指名委員会の 4 つ全てが 50%未満であり、AFEP-MEDEF code
が要求する水準を満たしていない現状にある。他方、イギリスの独立取締役の比率は、取











取締役会内委員会における独立取締役の比率は、全て 10%台から 20%台の間となっている。 
 
第3項  独立取締役の会長の乏しさ 
 アメリカ、イギリス、ドイツ、フランスの取締役会会長の独立性については、イギリス




   
図表 12-2：欧米各国の会長の独立性の現状（2010年、単位%） 
 
アメリカ イギリス ドイツ フランス ヨーロッパ
15 カ国平均 大企業 100 社 FTSE50 社 DAX30 社 CAC40 社 
CEO 79 
2 0 42 15 
業務執行取締役 
21 
元 CEO（非業務執行） 10 60 30 19 
独立非業務執行取締役 73 17 15 33 
そのほか 15 23 13 33 




アメリカ大企業 100 社における会長兼 CEO の比率は約 8 割に上る。フランスでも CAC40
社の会長の 7 割が業務執行者、元・現 CEO で占められている現状にある。さらに、ドイツ
は、二層制の取締役会を採用しているため、会長と CEO の分離率は 100%であるものの、





り、第 10 章図表 10-3 でも示したように、イギリス、ドイツ、フランスでは大企業の 9 割
以上が指名委員会を設置している現状にある。だが、従来CEOが会長を兼任する場合には、
この CEO1 人に意思決定権が集中し、指名委員会を支配して取締役の選任や役員人事に強
大な影響力を及ぼす傾向があることが問題点として指摘されてきた（e.g., 今西, 2006; 出見




の取締役を兼任する CEO は全員が、この執行委員会のメンバーである（Korn/Ferry 


















第1項  独立性の乏しい人物が独立取締役となるための冷却期間の設定 





るまでの一定期間のことを、欧州委員会は「冷却期間（cooling off period）」と呼んでいた。 
当該企業・関連会社の役員または従業員の冷却期間は、アメリカでは NYSE と NASDAQ
ともに 3 年、イギリスとフランスでは 5 年と規定されている。次に、当該企業・関連会社




期間が規定されているのは過去 3 年間のイギリスのみであった。 


















第2項  独立取締役が非独立取締役となるまでの期間の設定 





スのみが、独立取締役が非独立取締役となるまでの期間を、それぞれ 9 年、12 年と年数で









第3項  株主の利害と独立性の考え方 
 アメリカでは、NYSE や NASDAQ などの証券取引所も含め、株主の利害を反映するこ
とが独立性を妨げる要因とはならないとの考え方が浸透していることが非常に特徴的であ



























懸念が生じる。いずれにせよ、これらの 2 点についての具体的な検討も今後の課題である。 
 






































第5項  フランスの報酬に関する規定の乏しさ 
 成果主義に基づく高額報酬は、取締役会の独立性を大きく低下させる要因であると思わ


































































スが 41%～47%、ドイツが 18%～29%であった（本章図表 12-1）。 
また、取締役会会長の独立性という点では、取締役会会長の独立性の乏しさと権力集中









アメリカでは 3 年、イギリスとフランスでは 3 年ないし 5 年と設定されている。また、ア
メリカとドイツは違うものの、EU 加盟国には、独立取締役は就任から一定期間を超えると
独立性が乏しくなるとする国も少なくない。EU 加盟国の独立性の持続期間のうち、最も短




















報酬委員会は§303A.05, (a)、指名委員会は§303A.04, (a)で規定されている。NASDAQ 上場
規則における独立取締役の比率については、それぞれ取締役会は IM-5605. Definition of 
Independence (b)(1)、監査委員会は IM-5605-4. Audit Committee Composition、報酬委員
会は§5605(d)(2)(A)、指名委員会は§5605 (e)(1)(B)で規定されている。 
2 EU 加盟各国の独立性の定義と比率については、以下を参照のこと。Internal Market and 
Services, 2009a, pp.33-36. 
3 SEC 規則§10A-3(e)(1)(ii)(A)(1) 






第1項  第 1の結論：コンプライアンス中心の倫理・コンプライアンス・プログラム 



































第2項  本研究の第 2の結論 




































第3項  第 3の結論 

















研究の第 3 の結論である。 
 
第2節 本研究の意義 
第1項  学術的意義 
 本節では、本研究の学術的意義について検討する。本研究では、第 1 章において、倫理・
コンプライアンス・プログラムの先行研究の潮流を①実態調査研究、②実践過程研究、②
企業統治的研究の 3 つのタイプに整理・検討した。ここでは、まず、これら 3 つのタイプ
の研究にかかわる意義について検討する。 
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